
第4章 健康安全研究センター食品監視部門(食 品機動監視班等)に よる監視事業

第4節 先 行 調 査

第1調 査目的

先行調査は、輸入食品の安全性など都民の関心が高い問題や、食生活の多様化などにより新たに発生 した食品衛生上

の問題、より効率的 ・効果的な監視手法などについて、先行的に実態を調査し、安全性の確認や新たな基準設定のため

の資料を蓄積するなどを 目的に、毎年計画的に実施 している事業である。

第2調 査事項

平成18年 度は、次の16テ ーマについて実施 した。

1輸 入食品の運送状況等実態調査(継 続)

2有 害汚染物質に暴露された食品等の実態調査

3輸 入カキにおける食中毒起因ウイルス等保有状況調査

4「 健康食品」に使用される食品素材に係る実態調査

5食 品中か ら検出されるセミカルバジ ド及び関連物質の含有量実態調査

6都 内流通鶏卵の抗 コクシジウム剤 の残留実態調査

7既 存添加物(着 色料)の 品質学的実態調査

8食 品用の陶磁器 ・紙製容器に含まれる重金属の実態調査

9畜 産食品中の抗菌剤耐性菌に関する衛生学的調査(継 続)

10乳 幼児向け食品の硝酸根について

11お う吐毒産生タイプのセレウス菌による食品の汚染状況調査(継 続)

12規 模製造施設の衛生 レベルに応 じた監視指導手法の検討(継 続)

13輸 入食品のアレルギー物質表示実態調査

14魚 介類のアニサキスを中心とした寄生虫の寄生実態調査

15売 市場に流通す る魚介類のヒスタミンに関する調査(継 続)

16岩 カキ等、通年流通する生食用カキ等の汚染実態調査

第3調 査期間

平成18年4月 から平成19年3月 まで

第4調 査内容及び結果

286ペ ージから345ペ ージのとお り
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第4章健康安全研究センタ}食品監視部門(食品機動監視班等)による監視事業

1 輸入食品の運送状況等実態翻査

食品監視指導課輸入食品監視係第1班

微生物部食品微生物研究科真菌研究室

食制鴎嚇食品脳全研究科天術開研究室

(1) はじめに

輸入食品の多<1訓告便コンテナを用いて輸送されている。使用されるコンテナは、りーファーコンテナ佳調機を装備し指定の
温度に般定可能、以下配)とドライコンテナ(温度調整能力なし、以下配)の2つに大別されるが、常温蹴蚤食品の多くは安価

な配で輸送されている.

例えば、欧州からのルートでは、船は日本に到着するまでに約一ヶ月を要し、途中、配内部はかなりの高温多湿になるとも言わ

れている.このため、食品の種績やその加工状態によっては、品質劣化やカピ毒産生等の悪影警が懸念される。しかし、これまで

の調査では、輸入食品のコンテナ輸送時に受ける影響について具体的に記載した文献等は見当たらず、その実態は必ずしも明らか

ではなb、.

そこで当センターでは、輸入者の協力を得て食品を輸送しているoc内の温温度測定を実績した.併せて、得られたデータを基

に温温度条件を綾定し、実験室内でのカピ憲産生実験を行った。また、配を使用する輸入者等から、輸入時の温温度の管理状況

事故例等を調査し、その結果、得られた知見をとりまとめた上、関係業界に普及啓発したので報告する。

ω 調査方法
ア調査期間

平成17年4月から平成19年5月まで

イ調査内容

的配内温温度測定

伍順陪項目:環境中温度(測定範囲ーω-+剖l't)及び温度償提範囲ト.1∞%)

信網定方法:温温度データロガー乱，-8829~怖が岨@を輸入食品と共に側帥腿

信濃健ルート:全12ルート悌1表審問

(イ) カピ毒産生実験

上記アの温温度測定結果のデータを基に、カピ毒の産生実験を行った.

q精霊機関:健康安全研究センター微生物郁及び食品化埼晦

@供拭麓株:健康安全研究センターで分商量した、アフラトキシン産生A脚 rgi11us属画面

仏F-4(黒:J.~由来冊、 AF-13(市川土壇由来胸、 AF-14(中国土壌由来蜘及びAF唱(コーングヲッツ由来悌)

信滞地及び食品猷桝:アフラトキシン産生矯地として、 SL培地を使用した.また、食品椋料として、滅菌したコーングリッ

ツを用いた。 40 
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第4章 健康安全研究センター食品監視部門(食 品機動監視班等)に よる監視事業

(3)調 査結果

アDC内 温湿度測定調査

輸送ルー トは、現地工場出発から現地出港まで(以 下、 「現地」)、 現地出港から日本到着まで(以 下、 「航海」)、 日本到

着から保税倉庫搬入まで(以 下、 「日本」)の3つ の過程に大別した、

全体的に、 「現地」及び 「日本」等でコンテナが陸揚げされた際には、温湿度が激しく変動するのに対し、 「航海」では甲板

下(以 下、アンダーデッキ)に積載された場合、温湿度が緩やかに推移する傾向が認められた。代表的な傾向を第1図 に示 した。

温度、湿度とも最高値を記録したのはインドルー トで、最高51.7℃ 、93.3%で あった(第1表)。

温度の最高値を記録 した場所は、 「航海」で5ル ー トと最も多かったが、うち2ル ー トは乗継でのもので、他は 「現地」が4

ルー ト、 「日本」が3ル ー トであった。

No.9は航海日数の約半分を乗継に要していた。また、乗り継いだ3つ の船でいずれも甲板上(以 下、オンデッキ)に 積載され、

温湿度の顕著な変動が計測された。

アメリカ東海岸ルー トは、冬季に台湾で乗継のあったNo.3と、夏季にア リューシャン沖を航海したNo.4、夏季に乗継なしで日本

に直行 したNo.5では、それぞれ温湿度の動態が全く異なっていた。

第1表 温湿度測定結果

※1:現 地工場出発当初の記録なし
※2:日 本の保税倉庫搬入日時不明
※3:乗 継時と思われるが詳細不明

■:ル ートの中で最高温度を記録した場所

下線付き数値は最高温度/湿度

輸送食品が麻袋のバルクで積載されるナッツや香辛料であったNo.5,9,10は、結露対策として一部に吸湿剤の使用があったにも

かかわらず、湿度の日較差が最大50%前 後認められた。

No.3,9,10に関しては、 「航海」での乗継でも顕著な温湿度の変動が認められた。

現地工場から出港までに要した日数は平均7日 、日本到着から保税倉庫搬入までに要した時間は平均6.6日 であった。輸入者

によっては、コンテナ到着後も無償でコンテナを使い続けられる、いわゆるフリータイム期間を倉庫代わりに利用している例も

あると聞くが、入港後は速やかに倉庫に搬入すべきであることが示唆された。

イ カビ毒産生実験

(ア)予 備試験
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第4章 健康安全研究センター食品監視部門(食 品機動監視班等)に よる監視事業

実験室で再現可能であった3ル ー ト(No.6、7及 び11)の 「航海」での温度デー タを使用した。これ ら温度変化モデル を用いて、

AF-4、AF-13お よびAF-14株 をSL培 地 で培養 したところ、No.11を 除 き、アフラ トキシンの産生が認められた(第2表)。

(イ)本 試験

予備試験で、最もアフラ トキシン産生量の多かったNo.6の 温度条件を使用 し、AF-32株 を用いた接種試験を実施 した。菌株は、

胞子浮遊液の状態で20gの 滅菌済み コー ングリッツに対 して0.1ml接 種 した。また、結露及び水ぬれ状態のモデル として、これ

ら菌株を接種したサンプルに、さらに滅菌精製水を1ml及 び10ml加 え、カビ毒産生量を確認した。その結果、水ぬれ状態のモデ

ル(滅 菌精製水 を10ml添 加 したサンプル)で 、カビ毒の産生が認められた(第3表)。

第2表 カビ毒産生実験(予備試験) 第3表 ルートNo.6におけるカビ毒産生実験(本 試験)

※産生量はn=3の平均値

※菌株は全てAF-32を使用ウ 輸入者へのアンケート調査

コンテナの温度管理状況を何らかの形で把握していた輸入者は、RCでは8割 以上であったのに対し、DCでは2割 に留まった(第

2図)。

DCを 使う主な理由としては、約半数の輸入者が、コスト面での安さを重視していた。

DC輸 送時の事故例としては、 「荷くずれ」に次いで 「水ぬれ」(DCの 穴あきなどの物理的破損がない場合でも水ぬれが起こる

と報告された。これは、激しい温湿度の較差により多量の結露を生じたことによるものと考えられた。)、 「内容物もれ」、 「品

質変化」が多く挙げられていた(第3図)。

DCに よる輸送時に何らかの配慮をするという輸入者は71%で あったが、その内訳としては季節を選ぶ、積載場所を指定する等

が多く、航海前後のコンテナヤー ド等の滞留期間の危害について把握している輸入者は24%に 留まっていた。

第2図 コンテナ内の温度管理について
第3図 ドライコンテナ輸送時の事故例

(4)ま とめ及び考察

今回の調査結果から、DC輸送について以下のことが明らかになった。

・ ルー トの季節や航路によって、温湿度の変動は異なる。

・ 「航海」では、積載される位置により温湿度の変動は大きく異なる(オ ンデッキでは、温湿度変化が激しく、アンダーデッキ

では緩慢になる)。
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第4章 健康安全研究センター食品監視部門(食 品機動監視班等)に よる監視事業

・ 「現地」や乗継、 「日本」での待機期間中など、DCが 陸揚げされている間は、日射の影響を受け、温湿度の日較差が激 しくな

る傾 向がある。

・ 輸入者のアンケー ト調査から、食品の水ぬれ事故が多く発生している。

・ カビ毒産生実験の結果から、通常の 「航海」での温湿度条件ではカビ毒産生の可能性は低いが、水ぬれ事故等により食品の水

分活性が高くなった場合は、輸送中にカビ毒が産生される可能性があることが推定された。

これらのことから、ナッツ、香辛料、穀物等の麻袋のバルクで積載される食品は、特に結露による水ぬれなどでカビ(カビ毒)

産生のリスクが高くなることが推定された。

このため、DCを管理する上で、結露による水ぬれを防ぐことが非常に重要であると考え、管理ポイントを以下の3つ にとり

まとめた。

(1)水 を入れない→ ナッツ等は現地で十分乾燥し、水分を含む木製パ レットに替えてプラスチック製パレットに積載

(2)水 を出さない→ 温度較差の少ない時期やルートを選びコンテナヤー ドでの滞留期間を短くし、アンダーデッキの

輸送を指定

(3)水 を取り除く→ 吸湿剤やダンボールの内張りなどによる除湿

(5)輸 入者への普及啓発

上記調査結果を踏まえ、DCの温湿度の管理状況を把握していない輸入者が多かったことから、海上輸送時のDCの 衛生管理に関

するポイントをまとめた普及啓発用資料を作成 した。

資料の特徴は、以下のとおりである。

・ リーフレット様式とし、内容を簡潔に記載

・ 構成は、片面にDC内 の環境実態に関する事項、裏面に衛生上のリスクとその対策について記載

・ 記載内容が一 目で分かるよう、Q&A方 式 とした。

本 リーフレットは現在、当センターのホームページで紹介し、直接ダウンロー ドできるようになっている。また、 日本ナッツ

協会や全日本スパイス協会をはじめとする各種業界団体への講演や資料の配布も実施している。今後とも、輸送による問題点の

解消を目指し、関係者への支援を行いたい。
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2 有害汚染物質に暴露された食品等の実鯨調査

医薬品部微量分析研境構有害物化学研究室

食品監視指導線輸入食品監視係第l瑳

(1) はじめに

園の輸入食品監視統計による平成 16年の園駅踊出数量{併劃の上位国は、中因。7.~ 、アメリカ (11.1覧}、フランス (10.3誕)

となっている。

このうち、中華人民共和国では、近年の急速な経済発展に伴い湖沼・洞JII・河口部等での環謝意染の著しい崩御Zあり、そこ

で生産された野菜類キ螺取された魚介類等h影響が臆念されている。

こうした状況を踏まえ、中国からわが固に大量に輸入される食品の汚染についての実態等を掛計る必要がある。

このため、中国沿岸(河口}で採取された魚介類及びその加工品又l玄関圏内で栽培された野菜等についてそニタリング調査を

実範し、衛生学的な実態把握を平成19年度から実指するが、それに先立ち、中国産水産物及び野菜の流通状況等を調査したので、

報骨する。

(2) 調査方法

ア調査期間

平成18年4月から平成19年3月

イ流通状況等鱒査

都内轍入者及び中央卸売市場内卸会社より水産物は繍及E月間鵡騰を、野菜については、耕地域及び蹴盛時期等につい

て、聞取り調査をおとなった@

財務省貿易縦十等の文献等により、輸入量、品目を調査した。また、環如意染が問題となっている地榔こついて、市民団体か

らの報告キ雑誌等から情報収集した.

ウ含有量調査

年間事業中の水産食品の収去検査において、一部中国産のものについて重金属簿の倹査を実施した.

m 検査対象
輸入者等から採取地方瑚j明した魚介類

(イ) 検査項目

水銀、カドミウム、ヒ索、aB，百m、TPf

@ 検査機関

健康安全研究センター医薬品部微量分析研究科有害物化学研究室

(3) 結果

ア流通状況等調査

{η 水産食品

中国からの水産物の輸入智治は、約X泌(財務省貿易統計、平成 17年、重量ペース)で、主な魚種としては、ウナギ、

カニ(ワタリガエ等)、イカ、貝類{ハマグヲ、アサリ、シジミ、赤員等)、タコ、エピ、アナゴ等である。また、これら

の魚介類の主な採取海樹ま、表1のとおりである。
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表1主 な中国産水産物

(イ)野 菜

中国からの野菜の国別輸入割合は、約60%(財 務省貿易統計、平成17年 、重量ベース)で、主な通年流通品目は、ネギ、

ショウガ、サヤエンドウ、スナックエンドウ等がある。通年流通野菜は、季節により産地を変えながら日本へ輸出されて

いる。主な産地は、表2の とおりである。

ポジティブリス ト制が施行された平成18年6月 以降、中国からの野菜の輸入は減少してお り、特に生シイタケ(昨 年比

27%減)、 エンドウ(同34%減)は 大幅に減少している。背景として、同制度の影響による違反リスクの増大や命令検査の

増加にともなう港での滞留期間の長期化による商品価値の低下、また国内生産が順調で、価格的な面でも競争力が低下し

ていることが挙げられる。

表2通 年流通する主な中国産野菜類

イ 水産食品の重金属等の含有量

水産食品の通常検査において、採取海域の判明したもの8検 体について、重金属等の検査を実施した(表3)。

ヒ素は、0.43-7.92ppmと 全体的に他の項目に比べ、高い値を示 した。黄海沖で漁獲された魚介類が高い価を示 した。

カドミウムは、0.01-1.09ppmで 検出され、渤海海域で採取された貝類が比較的高い傾向であった。

その他、水銀、PCBは、全て暫定基準以下であり、有機スズ化合物も、特に高い値は認められなかった。

291



第4章 健康安全研究センター食品監視部門(食 品機動監視班等)に よる監視事業

表3水 産食品の重金属等検査結果

(4)考 察及びまとめ

本年度は平成19年 度の本格実施に向けての予備的調査を実施した。

水産食品は、渤海周辺海域で、主に貝類が採取され、その他の魚介類は、黄海付近で漁獲されている傾向が分かった。

また、農産物については、輸送コス ト等の関係から中国の沿岸地域で、季節に合わせて、生産地域が変わっている傾向が分か

った。

渤海の中心都市である天津付近は、河川の上流域で多数ダムが建設された影響等により、農業用水が枯渇し、窮余の策として、

生活雑排水や工場排水を灌漑用水として使用 しており、重金属等による土壌汚染や水質汚染が危惧されるとい う市民団体による

報告がある。中国政府も渤海の水質浄化を目的とした 「渤海碧海行動計画」を策定しているが進展が遅れてお り、同海域の汚染

は依然として深刻との報道がされている。また、上海を中心とした江蘇州の長江デルタ地域、南部の広東省の珠江デルタ地域も、

経済特区の指定などを背景に工業化が進んでおり、汚染が危惧されている。

また、今回ヒ素について、高い値を示した水産食品があったが、中国以外の地域においても高い値を示す場合があり、周辺の

自然環境等も詳細に調査する必要がある。

来年度は、上記地域または近接する海域で採取される水産物及び農産物を中心にモニタリング検査を実施し、汚染状況の把握

に努めたい。

参考文献

1)ジ ェトロ 「2006年の日中貿易」

2)自 然ニネルギー推進フォーラム2006.12 Vol.31
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3 輪入かきにおける食中毒起因ウイルス等保有状況調査

微生物部ウイルス研究科婦管ウイルス研究室

(1) はじめに

微生物部ウイルス研究科感染症研究室

微生物部ウイルス研究科エイズ・インフルエンザ研究室震

微生物部食品微生物研究科島内細菌研究室

微生物部病原細菌研安調寄生虫研究室

食品監視指導際輸入食品監視係第2瑳

近年、東京都における食中毒発生併教は、約1∞件偶者数:約2，<胸名)であり、このうちノロウイルスを原因とするもの

は約加件{息者数:約1，側名)と、撮も多くなっている.これは、全面的な傾向であり、ノロウイルス対策は健康危害の肪止

の観点から急務の裸眉となっている.

ノロウイルスは冬季にカキなどの二枚員の内臓に蓄積され、これを生又はカ醐不寸分な状態で喫食することで感染し、おう吐、

下痢、発熱等の症状を呈する.また、患者のと物の処遇や手拠、の不備により、手指令暢開場棋等を介して他の食品を汚染し、

食中毒を発生させる要因となっている.

こうしたなか、都内では国砂防カキを生で手軽に食べさせる飲食1苫(いわゆるオイスターパー)が見られるようになり、ま

た、オイスターパーを原因施般としたノロウイルスによる食中毒事件も散見されている.

一方、輸入カキ{生鉱冷凍輸の大部分は縛国産が占めているが、幌国の特定地域のカキには、吸虫(ギムノフアロイデス)

が寄生しているものがあり、平成12年には韓国圏内で下痢、腹痛などの消化君叡主状を引き起こし、問題復されている。

圏内産カキのノロウイルス保有状況については、市場衛生検査所で検査は彊に努めているが、輸入カキの保有状況について

はデータ治鴇めて少ないことカ喝、輸入カキにおけるノロウイルス等の保有状況を調査した。

(2) 調査内容

ア検査対象

輸入生鮮及び冷凍カキ保則として、生食用のもの}

イ検査潮間

平成18年7月から平成19年2月まで

ウ検査項目

ノロウイルス、 A型肝炎ウイルス、 E型肝炎ウイルス、エンテロウイルス

陽炎ピプリオ、脳6ピプリオ、その他のピプリオ、サルモネラ、病原大鵬首、赤痢、チフス、パラチフス、コレラ菌

寄生虫位指協のみ)

エ検査機関

健康安全研究センタ}微生物部

タイルス研努璃踊管ウイルス研究室、感染症研究室、エイズ・インフルエンザ研究室

食品微生物研究科腸内細菌研究室

病原細菌研究科寄生虫研究室
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(3)調 査結果及び考察

平成18年7月 から平成19年2月 までに、都内の飲食店(い わゆるオイスターバー)、 市場内の仲卸業者、販売店等から購入し

た米国産、オーストラリア産、ニュージーランド産及び韓国産の生鮮及び冷凍カキ73検 体について、ノロウイルスをはじめとす

る食中毒起因物質の検査を実施した(表1)。

生鮮カキは52検 体で、産地別ではオース トラリア15検 体、ニュージーランド2検体、米国34検 体及び韓国1検 体であった。

冷凍カキは21検 体で、産地別ではオーストラリア6検 体、ニュージーランド5検 体、米国8検 体及び韓国2検 体であった。韓国

産のものはいずれも加熱調理用であり、他はすべて生食用である。

米国産の生食用カキは年間を通して輸入されており、検査した検体すべてが米国西海岸のワシン トン州産であった。オース トラ

リア及びニュージーランド産のものは、生鮮品は11月 末には生産がほぼ終了し、その後は現地において、片方の殻をはずし(ハ

ーフシェル) 、冷凍品として輸入販売されるため、冷凍品は前シーズンに生産されたものである。韓国産の生鮮品については、輸

入者がサンプルとして輸入したものを検体としたものである。

表1輸 入 カキ の 月 別 、産 地 別 検 査 状 況

注)韓 国 産 の もの は い ず れ も加 熱 調 理 用

本事業で実施したノロウイルス、A型肝炎ウイルス、E型肝炎ウイルス、エンテロウイルス、NAGビブリオ、その他のビブリオ、

サルモネラ、病原大腸菌、赤痢、チフス、パラチフス、コレラ菌及び寄生虫については、いずれの検体からも検出しなかった。

しかしながら、米国やオーストラリアなど輸入カキの生産地においてはノロウイルスによる食中毒の発生が報告されており、

カキの生育環境周辺にノロウイルスが存在していることは十分考えられることから、本事業の実施結果のみにより輸入カキの安

全性について考察することは困難であった。

一方、検査に供した生鮮品10検 体及び冷凍品2検 体の計12検 体から、定性検査により腸炎ビブリオを検出した(表2)。 腸

炎ビブリオを検出した12検 体のうち9検 体(生 鮮品)は 、紫外線殺菌した海水が循環するカキの浄化水槽で数日間浄化させてい

たものである。また、輸入カキの生産地の一部地域では腸炎ビブリオの発生によるカキの出荷規制があった。

したがって、今般カキから腸炎ビブリオを検出した原因としては、海外の生産地における生育環境からの汚染又は国内での浄化

加工等の過程における二次汚染が考えられる。

なお、腸炎ビブリオの検査法については、増菌培養法による定性検査であるため、実際の菌数としては少ないものと思われる。
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表2輸 入 カキ の 月 別 、産 地 別 腸 炎 ビブ リオ 検 出 状 況

注)韓 国 産 の もの は い ず れ も加 熱 調 理 用

(4)ま とめ

本事業において検査に供 した輸入カキ73検 体からはノロウイルスは検出しなかった。しかしながらこのことは、輸入された生

食用カキの安全性を直ちに実証するものではない。カキの流通状況についてはなお不明確な部分も多い上に、生鮮品であること

から産地における海域汚染や海流の変化の影響を受けやすく、またカキ自体のノロウイルスの蓄積について個体差が大きいため、

個体からのノロウイルスの不検出をもってその集団全体がノロウイルスの影響を受けていないことを確認することは困難である。

さらに、現在のところいわゆるカキの浄化によってはノロウイルスの危害を排除することはできない。したがって、カキの輸入

者や販売者等の取扱い業者にあっては、カキの生産地におけるノロウイルスによる食中毒の発生状況等について日ごろから情報

収集 し、係る健康危害を未然に防止することが必要である。

近年、ノロウイルスを原因とする食中毒については、カキを原因食品とする事件は減少傾向にある。しかしながら、ノロウイ

ルスの生活環においてカキが何らかの形で関与していることは明白であることから、今後とも国産 ・輸入品を問わず、カキのノ

ロウイルスの保有状況については、卸売市場や一般流通において継続的に検証 していく必要があると思われる。

また、今回の調査結果については、輸入カキの取扱い業者等に情報提供するとともに、さらなる注意を喚起したい。
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4 r，健康食品』に使用される食品素材に係る実態鶴査

食品監視指導課輸入食品藍視係第2班

(1) はじめに

これまで、 「健康食品』による健康危害に対する行政の取組みは、医薬品成分を含有(無承認無許可医薬品}あるいは効果効

能を橿っていないカ噂、主に薬事衛生からの取締りであった。しかし、今般、さまざまな食品が流通し、薬事衛生行政のみでは

対応カ鳴しい事例が見られるようになっている。

『健康食品』に使用される原材料には、食品としては一定の食経験はあるものの一部の成分のみを抽出あるいは漉縮したもの

があり、成分の安創生や、過寮摂取による健康への影響が懸念されている。

このため、厚生労働省では「健康食品Jの安針生確保に向け、平成17年2月に rrいわゆる健康食品jの摂取量及び摂取方法

等の表示に関する指針についてj、 r r錠剤、カプセル状等食品の適正な製造に係る基本的考え方についてj及び『錠剤、カプ

セ凡吠等食品の原材料の安全性に関する自主点検ガイドライン』についてjなどの通知を出し、各自治体における指導を促して

いる。

そこで、今回は『健康食品Jに使用される食品素材の実態を把撞するため、市場で販売されている健康食品の原材料表示を確

認し、 「健康食品jに使用される原材料と、標ぼうする健康効果との関連性や傾向を探った.また『健康食品jを取扱う事業者

に対し、安封霊能保に対する意識や国から出され悩量知等の龍知状況等について調査した。

ω 調査期間及t納容
平成18年6月から平成19年2月にかけて、以下の調査を実施した。

ア 『健康食品jに使用される原材料等の調査

健康安全室で実施している「いわゆる健康食品の試買調査J (以下「試買調査Jというo )で、平成16、17年度に購入した

『偉康食品Jのうち、 fダイエットJ及び『健康』に関する効果を標ぼうする製品について原材料表示を確認し、使用実態及

び傾向等を調査した.

イ 『健康食品jの取扱b、事業者に対するアンケート調査

平成18年 12月に健康安全室が開催した「健康食品取扱い事業者講習会』で、参加者を対象に、製造、販売等に搬フる事業

者の安封生に関する意臓を托壷するためアンケ}ト調査を実施した。

(3) 調査結果及t拷察

ア 『健康食品Jに使用される原材相等

(1) r健康食品」の形状について(表1)

『試買調査』で平成16、17年度に購入した湖品

目のうち、 『ダイエットJr，健康』を榔まうするもの

は113製品あった。これらの製品の形状は、『錠剤J、

『粉末』、 fカプセルjで全体の約 95%を占めてい

た.

(イ) r健康食品」に使用される原材料について

①使用される原材料の数について(表2)

表1 健康、ダイエットを標ぼうする『健康食品』の形枕
形扶 品目敏 割合側)

値剤 62 制A

紛末 25 21.9 

カプセル 21 18.4 

液体 3 2.6 

ブロック扶 0.9 

キャンディー 0.9 

スプレー 0.9 

計 ※114 1∞lO 
※ 1商品中に2品目がセットになっていたものがあったため、計の品
目前ま114となっている.
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「試買調査」で購入した製品の うち、 「ダイエ ット」、 「健康」を標ぼ うす る113製 品 について、各製品に使用され

ている原材料(添 加物 を含む。)の 数を調べたところ、表2の と

お りとなった。使用 され る原材料の数は11～15種 類 のものが

34品 目と最 も多 く、最大のものでは55種 類 もの原材料が使用

されていた。

原材料の表示上、 「○○エキス」、 「○○抽出物」等を使用

している製品は、114品 目中76品 目(66.7%)で あ った。 これ

らの製品の うち、 「エキス」あるいは 「抽 出物」が原材料表示

上、上位5品 目までに入ってい る製品は、76品 目中57品 目

(75.0%)で あ った。

表2使 用されていた原材料の数

※1商 品中に2品 目がセットになっていたものが

あったため、計の品目数は114と なっている。

(2)原 材料とその成分のもつ作用について(表3)

調査した品目の中では、種々の製品にさまざまな原材料が使用されていることが分かった。使用頻度の高かった原材

料と、その成分の持つ作用をまとめたものが表3で ある。しかし、これらの原材料の中には、人における安全性が確認

されていないものが多く、成分の精製度や使用量によっては健康への悪影響が懸念されるものが存在 している。

実際に、白インゲン豆は、昨年、テレビの健康番組で紹介され、加熱不十分のまま摂取したことによる健康被害が発

生している。白インゲン豆は、成分の一つであるファセオラミンによる糖吸収抑制の効果があるとされている(ヒ トで

の有効性は不明)が 、加熱が不完全な場合には、レクチン活性が残存して腹痛、下痢等を発生させる。

大豆イソフラボンは、骨粗しょう症の予防や更年期障害の軽減等に有用と言われているが、濃縮物として利用した場

合には、乳がん発症や再発等のリスクを高めるとの報告もある。このため、厚生労働省は食品安全委員会の報告に基づ

き、平成18年8月 に特定保健用食品として摂取する場合の一日摂取目安量として安全な一日の上乗せ摂取量の上限をア

グリコン(糖 が外れた構造)換 算で30mg/日 に設定し、 「いわゆる健康食品」についても同様に取り扱 うよう通知を出

している。

表3多 く使用されていた原材料とその作用について

イ 「健康食品」の取扱い事業者に対するアンケー ト調査結果について

平成18年12月 に開催された 「健康食品取扱事業者講習会」において、 「健康食品」を取扱う事業者を対象に、事業者の安

全性に関する意識を把握するためアンケー ト調査を実施し、参加者1,150名 から423枚 回収した。なお、本講習会には1社 か

ら複数名参加していることが考えられたため、1社1回 答として回収した。
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(ア)参 加者の業種について

参加者の内訳は、図1の とお りであった。

複数 回答であったため、他の業種との重複を確認 した ところ、

自社製造の132社 の うち受託製造も行っているのは37社(28.0%)

で あ った。また、企画会社の126社 の うち75社(59.5%)で 販売 も

行っていた。

(イ)「 健康食品」の取扱事業者に対するアンケー ト調査の結果につ

いて(表4)

図1参 加者内訳(複数回答)

(1)「 健康食品」を取 り扱 う際に、重視す る点について

製品を取 り扱 う際に重視する点については、全体 として、(1)「安 全性」(57.2%)、(2)「 素材 ・成分」(18.7%)、(3)

「品質」(14.2%)の 順 であ り、業種間に大きな差はな く、安全性に対す る意識が高いことが判明 した。

ただし、 「素材 ・成分」を重視するとの回答では、他の業種が10%代 で あるのに対 し、企画会社及び輸入者は23%及

び23.9%と 比 較的高かった。

(2)「 健康 食品」に使用する素材(原 材料)、 成分を選ぶ際に参考にす るものについて

全体としては、 「文献等」(67.8%)、 「学会」(47.0%)、 「海外や国内での流行」(29.1%)の 順 であった。特

に企画会社では「海外や国内での流行」の割合が比較的高く34.1%で あった。

(3)取 り扱 う 「健康食品」の品質、安全性の確 認方法について

全体としては、 「文献等」(62.9%)、 「適正製造規範(GMP)に 則 った品質管理」(52.0%)、 「自社による動物実

験」(24.1%)の1頂 であった。特に 「適正製造規範(GMP)に 則 った品質管理」については、受託製造で63.8%、 「文

献等」については企画会社で74.6%と 高率であった。

(4)厚 生 労働省か らの 「健康食品」の安全性に係 る通知の周知について

「健康食品」に関す る厚生労働省通知((1)「 錠剤、カプセル状等の食品の適正な製造 に係 る基本的考え方について」及

び 「錠剤、カプセル状等食品の原材料の安全性に関する自主点検ガイ ドライン」について(平 成17年2月1日)」)、(2)

「い わゆる健康食品」の摂取量及び摂取方法等の表示に関する指針について(平 成17年2月28日)」 、(3)「大豆イ ソフ

ラボンを含む特定保健用食 品等の取扱いに関す る指針について(平 成18年8月23日)」)に ついて、認知度をたずねた

ところ、全体では(3)の認 知度が最も高 く、65.2%で あった。製造者関係では、いずれの通知 も 「自社製造」より 「受託製

造」の方が認知度が高かった。また、企画会社における通知の認知度は高 く、全ての通知 で自社製造を上回ってお り、(2)、

(3)につ いては、受託製造よりも 「内容 を知っている」と回答 したものが多かった。また、(3)の通知について 「内容を知っ

ている。」と回答 した計276社 に対 し、通知を受けて行った対応 についてたずねたところ、54社 か ら回答があった。対応

の内容は、主に表示の見直 しや指針に基づき配合量や一 日摂取量を見直 しあるいは変更を行 ったとい うものであった(な

お、 「内容を知っている」 と回答 した会社が必ず しも大豆イ ソフラボンを含有する 「健康食品」を取扱ってい るとは限ら

ない。)。
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表4「 健康食品」の取扱事業者に対するアンケー ト調査の結果(総 括表)

(注1)「 錠剤、カプセル状等の食品の適正な製造に係る基本的考え方について」及び 「錠剤、カプセル状等食品の原材料の安全

性に関する自主点検ガイ ドライン」について(平 成17年2月1日)」)

(注2)「 「いわゆる健康食品」の摂取量及び摂取方法等の表示に関する指針について(平 成17年2月28日)」

(注3)「 大豆イソフラボンを含む特定保健用食品等の取扱いに関する指針について(平 成18年8月23日)

(4)ま とめ

今回の調査結果から、 「健康食品」には、(1)「錠剤」、 「カプセル」等、通常の食品の形態とは異なるものが多いこと、(2)原

材料として数多くのものが使われていること、(3)「○○エキス」、 「○○濃縮物」等、食品の一部の成分を濃縮、抽出している

と考えられるものが多く使用されていること、が分かった。

また、アンケー ト調査の対象とした事業者は、都の講習会に参加した、いわゆる 「前向きに取り組む姿勢のある」会社である

といえる。その中の結果ではあるが、 「健康食品」を取扱う事業者の安全性に対する意識は比較的高いことが判明した。そして、

各事業者が文献等から素材、成分等の安全性を確認していることも把握できた。

しかし、最も製品の安全性に責任を持つべき自社製造を行 う事業者は、受託製造を行う事業者より厚生労働省の通知を確認す

る等の意識が低く、GMPに よる品質管理を行っている事業者の割合も少ないことが判明した。なお、実際に 「健康食品」の製

造の現状を知るため、平成19年2月 に健康食品の受託製造を行う大手事業者1社 に聞き取りを行ったが、商品設計や原材料の決
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定などは受託元が行っており、最終製品については品質の確認を行うのみであるということであった。このことから受託業者で

は、技術の提供にとどまっていることが示唆される。言 うまでもなく食品衛生法においては、製造された食品の最終責任者は製

造者である。このため 「健康食品」の製造に際しては、製造者において安全性を確認する体制作りが不可欠である
。

このため、来年度は、今年度の調査をもとに都内の 「健康食品」の製造者等において、実際に製造を行う際の安全確認の状況

を調査するとともに管理すべきポイントを探り、事業者の自主管理の向上を図って行きたいと考えている。

併せて、 「健康食品」に含有される成分のうち、平成18年8月 に厚生労働省から一日当たりの摂取目安量が示された大豆イソ

フラボンと、健康被害事例のあった白インゲン豆(レ クチン)に 着目し、市場に流通する製品を購入してこれらの成分の含有量

が適正であるかを検証することとする予定である。
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5 食品中から検出されるセミカルパジドの含有量実態翻葺

(1) 調査目的

食品監視指導課食制働醐係第1瑳

食品化学部食品成分研究科食脳全析研究室

食品科学部食品潮崎棚矧割審包装研究室

セミカルパジドは、小変動実礎研}や瓶詰容器のキャップ‘ン}リング発泡剤として使用されるアゾジカルポンアミドに由来して

おり、食品の加工処還の過程で生成・検出されるという報告がある。なお、日本ではアゾジカルポンアミドは添加助として指定

されておらず、小麦粉処遇剤として使用した場合は、食品衛生法違反となる。

また、セミカルバジドは、発ガン性が疑才オLる合成抗菌剤ニトロフラゾンの代謝物で、あり、ニトロフラゾンの指標物質とし

て、検護所において畜水産食品を対象としたモニタリング検査や命令検査が実値されてきたて

一方、小麦粉加工食品及び瓶詰食品中のセミカルパジドの含有実態は明らかでなく、その知見は少なb、そこで、これらの食

品についてセミカルパジド含有実態調査を実梅した。

事平成19年5月31聞こニトロフラゾンそのものを分析対象とする試険法が告示された.

(2) 調査方法

ア調査期間

平成18年4月から平成19年3月まで

イ預瞳品目

小麦粉加工品及ひ嘱措食品、計図品目について調査した.

m小麦鉛加工品
48品目{内訳は第1表のとおり}

原材料Sこ小麦粉を用い、製造の際に力噂虻E程がある食品として、ピスケットやパン等の食品中のセミカルパジト寝度を測

定

(イ) 瓶諦食品

10品目{内訳は第4衰のとおり}

ベビーフードを中心に、瓶揚食品中及びフタのキャップシーリング頃1圏中)のセミカルパジト羽肢を測定

ウ検査強関

健康安全研究センター食品化学郁食品成分噺努璃及'CJ:食品添加駒研究科
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第1表 小麦粉加工品の検体内訳

※1ア ゾジカルボのンアミドが添加物 と して許可 されて いる国

※2ビ スケツト等:ビ スケツト、クワキー、プ レッツェル、ウラッカー、カンパン

(3)調 査結果及び考察

ア 小麦粉加工品

検査を実施した48品 目中の7品 目からセミカルバジドを検出した(第2表 、第3表)。

このうち6品 目については、小麦粉へのアゾジカルボンアミドの使用が認められている国からの輸入品であった。この6

品目は、アゾジカルボンアミドの使用が疑われるが、このうち3品 目では卵も使用されており、検出したセミカルバジドは

鶏に不正使用されたニトロフラゾン由来である可能性も考えられる。しかし、残りの3品 目については、原材料にニトロフ

ラゾンの使用可能性が高い原材料は無く、小麦粉へのアゾジカルボンアミド使用が強く疑われる。

また、残りの1品 目からもセミカルバジドが検出されているが、製造国であるシンガポールでの添加物としてのアゾジカ

ルボンアミド許可状況に関しては不明である。しかし、この検体は原材料として小麦粉の他に 「乾燥エビ」が使用されてい

た。つまり、検出されたセミカルバジ ドは、小麦粉処理剤のアゾジカルボンアミド由来の苛能性の他に、エビに不正使用さ

れたニ トロフラゾン由来の可能性も否定できない。

なお、実際に小麦粉処理剤等としてアゾジカルボンアミドが使用されているか否かについては、輸入者を所管する自治体

に依頼して調査を行った。その結果、セミカルバジドを検出したクラッカー2品 目のうち、マレーシア産の製品ではアゾジ

カルボンアミド使用の実態が認められ、香港産の製品では使用が強く疑われた。

イ アゾジカルボンアミド検査法の必要性

本調査の結果から、セミカルバジ ドの検出は、日本では指定外添加物のアゾジカルボンアミドの指標物質とできると考え

られた。しかし、セミカルバジドは、瓶のフタのキャップシーリング発泡剤由来、ニトロフラゾンの代謝物由来でも検出す

る等、多様な原材料を使用した食品については検出原因の特定が難しい。このため、小麦粉加工食品からセミカルバジドを

検出しても、アゾジカルボンアミド使用を特定するには、その由来について調査する必要があり、迅速な措置が困難となっ

ている。また、アゾジカルボンアミドからセミカルバジドが生成する際には、加熱工程が必要であるとされる。そのため、

加熱工程が無い小麦粉や小麦粉調製品(小 麦粉に砂糖や香辛料等が加えられた製品、例えばケーキミックス、唐揚粉等)の

アゾジカルボンアミド使用の有無はセミカルバジ ドの検査ではわからない。特に小麦粉調製品については、アゾジカルボン

アミドの使用が可能な国からの輸入も多いため、実態調査が必要である。

そこで、セミカルバジドの検出に頼らず、直接アゾジカルボンアミドを測定する方法の開発が必要であると考える。
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第2表 小麦粉加工品の検査結果

※ アゾジカルボガミドが添加物として許可されている国

第3表 小麦粉加工品のセミカルバジド検出検体内訳

※1アゾジカルボンアミドが添加物として許可されている国

※2輸 入者の調査結果

ウ 瓶詰食品

検査を実施した10品 目中の4品 目(No.1～3、5)に おいて、食品及びキャ ップシーリングか らセミカルバジ ドを検出した

(第4表)。 これは、キャップシー リングにアゾジカルボンアミ ドを使用 した瓶詰食品の加熱工程でセ ミカルバジ ドが生成 し

た と考えられる。

セ ミカルバジ ドを検 出した4品 目のフタはいずれ も胃(第4表 ※2参 照)キ ャップであ り、キャップシー リングの断面に発

泡の跡が見られた。 ところが同 じPTキ ャップであっても、キャップシー リング断面に発泡の跡が見られ るにもかかわらずセ

ミカルバジ ドが検出されない製品が1品 目あった(No.4)。 この製品は、セ ミカルバ ジ ドが検出されたベ ビーフー ド2品 目(No.2、

3)と 同一メーカーのA社 製品であった。そ こで、メーカー等へ聞取 り調査を実施 した結果、セ ミカルバジ ド検出に関する対

策 として、本検体の購入時期に発泡剤 をアゾジカルボンアミ ドか ら重曹に変更 し始めていた事がわかった。今回購入 したA社

のベビーフー ド3品 目(No.2、3、4)に は、対策前後の製品が混在 していた と考えられる。

また、セ ミカルバジ ドが検出された輸入品の瓶詰ベ ビーフー ド(No.1)に つ いては、製造元にあたる米国メーカーの対策が

進 まない事を理由に、国内総代理店である輸入者のB社 が今後の取扱中止を決 めていたことが判明 した。

国内流通の瓶詰ベ ビーフー ドはA社 ・B社 の2社 で国内の取扱いの大部分を占めている。このことから、今後は営業者の自

主的な対策が進むことによって、瓶詰ベ ビーフー ドからのセ ミカルバジ ド検出率は減少していくと思われる。
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第1図 キャップシー リングの例(PTキ ャ ップ)

第4表 瓶詰食品の検査結果

※1同 ーメーカー(A社)製 、フタの外観は同じ

※2PT(press-on twist-off)キ ャップ:キ ャップシーリングを加温して軟化させた状態で瓶に乗せて瓶の口のネジ部に圧着させるタイプ

ラグギャップ:キ ャップ内側の下端部の突起をビンの口にある不連続なネジ山にはめ合わせるタイプ

スクリューキャップ:ね じ込みするタイプ

(4)ま とめ

ア セミカルバジドは、小麦粉加工品や胃 キャップを用いた瓶詰食品等の食品から検出された。

イ セミカルバジドの生成要因は複数あるので、小麦粉加工品への指定外添加物であるアゾジカルボンアミド使用の特定には由

来調査が必要である。

ウ 小麦粉へのアゾジカルボンアミド使用の有無を確認するためには、アゾジカルボンアミドを直接測定する検査法の開発が必

要である。

エ 国内に流通している瓶詰ベビーフー ド中のキャップシー リング由来のセミカルバジドについては、製造者等の自主対策が進

んでおり、今後は低減化が期待される。
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6 都内涜遍露"の抗コクシジウム剤の強留実態銅壷

(1) はじめに

食品監視指導課食a描動監視係第2iE
食品化学部残留物質研究科巌刷用医薬品研究室

矯コクシジウム症とは、アイメリア厩原虫の腸管粘鹿上皮への寄生によって起とる消イ湖繍であり、オ』シストの笹口摂取に

よって、感染が成立すると考えられている。下痢、体重減少、産卵率の低下等の症状を示し、養鶏業で被害の大きい疾病の一つで

ある。コクシジウム症の感染紡止キ禅譲のためには、抗生物質等の抗コクシジウム剤治喰用されるが、これらは鶏卵キ脅肉等に残

留することによって耐性菌の出現等の懸念があることから、圏内ではその使用方法について、飼料安全法や薬事法等で規制されて

いる.

2∞5年の即の調査によると、期間却検体中114検体{検出率:35.6誕)から、日本国内でも使用実態のあるサPノマイシン、
ジクラズリル、ラサロシド等の抗コクシジクム剤が検出されたとの報告があった 0.また、厚生労働省のそエタリング検査では、

制検体程度のうち毎年敏雄嗣も抗コクシジウム剤の一つであるサルファ剤治喰出されている。

これまで、当センターでは渇卵についてサルモネラの細菌検査と併せて、抗生物質等の検査を実施しているが、抗コクシジウム

剤については検査法の検討が必要なことから、ほとんど対応していなb、。

そこで本調査では、抗コクシジクム剤について検査法を検討し、都内の甑盛期限Hにおける残留実憶を把握する。また、都内養鶏

揚における抗コクシジウム剤の取り扱い状況について家畜保健衛生所から聞き取りを行ったので、あわせて報告する。

ω 調査内容

ア調査期間

平成18年4月から平成19年3月まで

イ調査対象 表1検査した鶏卵及て月靭H加工品の内訳
都内流通制限び期同日工品 49検体(国産鯨~33検怯

国産粉刻~2検体、輸入船刺~ 13検低輸入潮~1検制

(詳細は表1、2参照}

ウ検査機関

食制U持限贈物質研究科搬繭用医薬品研究室

エ検査項目

サリノマイシン瓶、ナラシン、モネンシン、ラサロシド情、ジクラズリル、

スルフアキノキサリン調印、スルフアジメトキシン剤、スルフアモノメトキシ

------般付き
液卵

勧対H

合計

ン、ハロフジノン、オルメトプヲム、チアンフェニコール、トリメトプPム濁、ナイカルパジン
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基 準 値 ※1・ ・0.02ppm※2・ ・0.005ppm(卵 白)

※3・ ・0.01ppm※4・ ・1ppm※5・ ・0.02ppm

そ の 他 の 項 目に は食 品一般 の 成 分 規 格 「含 有 して は な ら な い 」が適 用 され る 。

オ 検査方法

前処理後、LC/MSで 定性 ・定量した。

表2原 産国の内訳(輸入品に限る)

(3)結 果 ・考察

ア 抗コクシジウム剤の検査法の検討

ポジティブリス ト制度の施行後、抗生物質等の検査法の整備が急務となって

いるが、一部薬剤については、いまだ公定法が示されていない。また、公定法

が示されている薬剤の中でも添加回収率が十分でないものもある。

そこで今回、抗コクシジウム剤13薬 剤のうち5剤 についての検査法の検討を行った。

ナラシンについては、公定法が示されていないため、新たに検査法を開発した。また、これまで当センターで検査対応を図っ

てこなかったハロフジノンについて新規にSOPを 作成した。さらに、検出下限値及び添加回収率を改善するため、サリノマイシ

ン、モネンシン、ラサロシドについて液液分配の変更等の改良を行った。これらの結果を表3に 示す。

イ 抗コクシジウム剤の検出状況

調査の結果、抗コクシジウム剤を検出した検体はなかった。

表3抗 コクシジウム剤の検査法の検討

■ 検討した薬剤
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ウ 都内養鶏場における抗 コクシジウム剤の取 り扱い状況

本調査に関連 して、家畜保健衛生所に対 し、都 内養鶏場における抗 コクシジウム剤の取 り扱い状況について聞き取 りした。

その結果、都内(島 しょを含まない)で は昨年1回 のコクシジウム症の発生がみられた。しか し、抗コクシジウム剤 を使用せず 、

鶏 舎の洗浄 ・消毒で対応 したとのことであった。

養鶏場では農林水産省の指導により抗 コクシジウム剤をは じめとした抗 生物質等の使用を削減す る傾向にあ り、薬剤を使用

する場合において も記録をとるなど適正な履歴管理に向けた取り組みをしているとの結果であった。

(4)ま とめ

ア 本調査によ り、国内で使用実態のある抗コクシジウム剤13剤 の検査が可能になった。一部 薬剤について検査法を検討又は

改良し、検出下限値を下げる等のポジティブリス ト制度を踏まえた検査体制を整備す ることができた。その結果、これまで

対応 していなかった抗 コクシジウム剤について残留実態を把握することができた。

イ 今回の調査結果から、都内流通鶏卵の抗コクシジウム剤残留の可能性が低い ことが示唆 された。

抗コクシジ ウム剤が検出されなかった理由として、まず国産品では、(1)養鶏場に対する家畜保健衛生所等の指導、(2)休薬

期間の厳守等が挙げられる。現在、農林水産省では、抗生物質等の削減や使用記録だけでなく、鶏卵の履歴管理ができるよ

うな体制づ くりを模索 している。 このため、今後 も抗生物質等について、厳 しい管理がなされていくと考えられる。

また輸入品で抗 コクシジウム剤が検出されなかった理 由としては、イ ギ リスのVeterinary Residues Committeeの 年次報

告書(2005年)2)に よ ると、(1)輸出国側の養鶏場に対す る指導、(2)輸出国側 による飼料工場に対す る監視指導、(3)輸出国側に

よる違反業者へのモニタリング強化、(4)検疫所のモニタリング検査等が挙 げられる。 また、抗 コクシジウム剤 の残留は前述

の管理により、以前に比べ減少 していると報告 されてい る。

ウ しかし、平成18年 度 に中国産 うず らの卵加工品複数検体から、抗コクシジウム剤の一つであるサリノマイシンが検出され

たように、薬剤の使用管理が徹底されていない事例が見受けられる。輸入鶏卵等については管理状況の把握が困難であるこ

とから、今回の検査法の開発結果 を踏まえ、既定事業で実施 している国産鶏卵の抗生物質等の検査を見直し、輸入鶏卵及び

鶏卵加工品等のモニタ リングを実施すべきと考える。

(5)参 考 文献

1) Mortier L, Huet AC, Charlier C, Daeseleire E, Delahaut P, Van Peteghem C.

Food Addit Contam. 2005 Nov; 22(11): 1120-5

2) Veterinary Residues Committeeホ ー ムページhttp://www.vet-residues-committee .gov.uk/
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7 既存添お楠(錆色料3の品質学的実態調査

食品監視指導線食品機動監視係第3Jf

食品化学部食品添加駒研究科糊轍雌弗湾関室

食品化学部食品成分研究科天然僧朔究室

(1) はじめに

現在、日本で使用されている制品目以上の食品糊繭灰然香料を除く)の半数以上は、従来から使用されていた天然添加駒

として既存翻噸略簿{以下『名簿Jという}回収蔵された品目である。厚生労働大臣が安全性と有掛金を確認した「櫛笥防潮j

と異なり、長年食用に供されていた経験に基づいて収載された経緯から、名簿には食品衛生法第 11条による成分規格の設定され

ていないものが7魯以上含まれている.また、一部安創生評価がなされていない品目も含まれている.平成19年3月30日に61

品目について食品衛生法の成分規格が言安定されたが、今回、規格段定に先立ち、名簿で多くの割合を占める着色料について、品質

実態把鍾を目的とした調査を行った。

(2) 調査内容

ア調査期間

平成18年6月から平成19年3月まで

イ調査対象

名都民載の着色料のうち、食品衛生:法の成分規格がない単品(色素のみの製品)、製剤備釈等一定の

加工をしている製品占を調査対象とした.

アナト-(1.1)、アルカネット (1.0)、カカオ(4， 1)、クチナシ青(3.~3、クチナシ赤弘 1)、クチナシ貧(6. 1)、コウリャン(2.0) 、

スピルリナ(1.1)、タマPンド(1.0)、上三上島&、ムラサキイモ(2，1)、ムラサキトウモロコシ(0，23、乏之之♀JL 以上単

品?:T検体製剤11検体計38検体

(下榔識は、 8版公定書への収織品目、括弧内に単品，担剤の順で製品教を制由。

ウ検査機関

健康安全研究センター食品化学部会品添統駒研究科訴統駒製剤開究室

健康安全研売センター食品化浮部食品成分研究科天熟化学研究室

エ検査項目及び検査方法

的 規絡項目:単品は、第8版食品蹴暢公定書(以下8脹公定書と略)に示され1日制嶋{以下8版規格案と略J、8版規絡案

にない項目は日本食醐幼繭協会の『第3版既存添加助自主規格」による自主規格猷般に従った.製剤は、 8舷規絡業等の献験

S去を適用できるものについては、単品と同じ棋験を実施した.

(の 重金属等:単品、製剤とも、カドミウム、鉛、銅は、安野ら(東京都立衛生研努努博報第国号)、水働弘安野ら(同第49

号}、ヒ棄は第7版食品添加IITYA:定書に準じた。.

{ウ) 残留溶媒援:単品、製剤とも、植松ら(食品衛生学雑誌第38輸に箪じた。{※:メタノ}ル、エタノール、アセトン、酢酸

エチル、へキサン、ジクロロメタン、聞嘩メチル、ジエチルエーテル、メチルエチルケトン、 1，2-ジクロロエタン、 1.1，2-ト

リクロロエテン、シクロへキサン、 2-プロパノールについて検査を実施した。)

(x) カピ毒:単品、製剤とも、食品衛生検査指針、フロリジルカラム法に準じて実施した。

ω 結果{詳細は第1表に記劇
ア 単品:色価はクチナシ青1検体が8版規格案に不適合であった。残留溶媒はカカオ色議2検体のアセトンが自主規格に不適合
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であった。その他8版 規格案、自主規格には適合するものの、ラック色素1検 体から鉛を国際機関(JECFA)が 提案する限度値(Pb

と して2μg/g以 下)※1以 上検出、カカオ色素2検 体か ら水銀をEUの 着色料の基準 値(1μg/g以 下)※2以上検出(カ カオ色素は対

象外)、 トマ ト色素3検 体からアセ トンを食品衛生法の製造基準(ト マ ト色素は対象外)以 上検出した。

イ 製剤:色 価の結果か ら、アナ トー色素1検 体、クチナシ青色素1検 体が、使用 した原体が規格不適合、または色素の含量表示

が不適切である可能性が考 えられた。(第1表 ※1,※2)

ウ カ ビ毒:21検 体 について検査を実施 した。検体が分析法に適合せず検査不能となった トマ ト色素

1検 体を除いた20検 体全 てが検 出限界以下であった。

(4)考 察

今回の調査は、名簿に収載 された450品 目の うち、成分規格の設定されていない品目の品質実態

把握を目的 とし、第一に着色料を対象 として行った ものである。着色料についての調査結果か ら、現在、成分規格の設定 されてい

ない既存添加物の品質が安定 していないことが懸念 される。国においても、成分規格の設定や名簿の見直 しにより、添加物の品質

確保に向けた取組みを進めている。 しか し、これ らの作業を経ても成分規格がない既存添加物は200品 目以上に上る。そのため、

今後それ らの添加物の一層の品質確保を図るために、名簿の更なる見直 しや規格化が必要と思われる。また、今回、水銀や鉛がJECFA

やEUの 基 準値以上検 出される検体があった。今後の規格設定や公定書の改訂にあた り、考慮すべきと思われる。

(5)ま とめ

既存添加物名簿に収載 された着色料の うち、食品衛生法上の成分規格の設定 されていないものを対象に実態調査を行 ったとこ

ろ、8版 規格案または自主規格に不適合であるものが3検 体あった。その他、鉛 をJECFAが 提案する重金属の限度値以上検出する

ものがある等、成分規格の設定がない既存添加物の品質にばらつきのあることが推測された。8版 公定書の施行以降、新規収載品

目については、品質の安定化が期待 されるが、今回の調査を踏まえると、規格化以降もその品質について監視が必要 と思われる。

現在流通 している既存添加物の品質安定化のために、名簿の中の規格が設定されていない添加物について、更なる見直 しや成分規

格 化が必要 と思われる。

※1 Evaluation of certain food additives and contaminants (Fifty-third report of the Joint

FAO/WHO Expert Committee on Food Additives). WHO Technical Report Series, No.896, 2000,p.

11-12. (ISBN 92-4-120896-1)

※2 Consolidated TEXT CONSLEG:1995L0045-10/05/2004(Office for Official Publications of

European Communities)
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第1表 既存 添加物検査結果表
(網 掛けは第8版食品添加物公定書への収載品目 ○ は、8版規格案または自主規格に不適合)

確認試 験、性 状 の結果は 問題 な しの ため省 略 重金属 の うちCd及 び 残留溶 媒の うちヘキ サ ン、 ジク ロロメタ ン、酢酸 メチル 、ジエ チルエー テル

メチル エチル ケ トン、1,2-ジ クロロエ タン、1,1,2-ト リクロロエテ ン、 シク ロヘ キサ ン、2-プ ロパ ノール は不検 出の ため省略

※1:ク チナ シ青色素 の8版 規格案 「色価 は50以 上 で、その表示 量の90～110%を 含む 」 本品の 色価の表 示は130で あ るため、検 出 され る色価 の上限 は

143(130×1.1=143)ま でで ある。

※2:ア ナ トー 色素 の 自主規格(抜 粋)「 色 価 は972以 上 で、その表 示量 の90～120%を 含む 」 本 品の色 素の含 量は85%で あった。 その ため、 自主規格

で示 され た の色 価の最低 値(972)を 含 む と仮 定 した場 合で も744(972×0.85×0.9=744)以 上 の色価 がな ければな らない。

※3:ク チナ シ青色 素の8版 規格案 「色 価は50以 上 で、そ の表 示量 の90～110%を 含 む」本 品の色価 の含量 は80%で あった。 そのた め、8版 規格案 で示 さ

れ た色価 の最低 値(50)を 含む と仮 定 した場合 でも36(50×0.8×0.9=36)以 上の色 価が なけれ ばな らな い。

※4:純 度 試験 にお け る基準値Pbと して40μg/g以 下

※5:純 度試験 の基 準値 アナ トー、アル カネ ッ ト、カカオ、 コ ウ リャ ン、タマ リン ド:10μg/g以 下 、その他 の色素:8μg/g以 下

※6:国 際機 関(JECFA)で 提案 されてい る重 金属 の限度値:2μg/g以 下

※7:純 度試 験の基 準値As203と して4.0μg/g以 下

※8:純 度試 験の基 準値 アナ トー11μg/g以 下

※9:EUの 着 色料 の基準値:1μg/g以 下

※10:純 度試 験の 基準値 クチナ シ青:色 価50に 換算 して0.1%以 下 アナ トー:50μg/g以 下 クチナ シ青 は括弧 内に換 算値 を記載

※11:純 度試 験の 基準値(カ カ オ:30μg/g以 下)以 上検 出

※12:他 の一 部の 色素 に適 用 され ている製造 基準 の限度値(30μg/g以 下)以 上 検出

カ ビ毒 は次 の21検 体 につ いて検査 を実 施(※ は検体 が分 析法 に適合 しない ため、検査 不能 とな った。)

<単 品>カ カオA,カ カオB,ク チナシ青A,ク チナ シ赤A,ク チナ シ黄A,ク チナ シ黄B,ク チナ シ黄C,コ ウ リャ ンA,ス ピル リナA,タ マ リン ドA,

トマ トA(※),ム ラサキイモA,ラ ックA

<製 剤>ア ナ トーB,カ カオE,ク チナ シ青E,ス ピル リナB,ム ラサ キイモC,ム ラサ キ トウモ ロコシA,ム ラサ キ トウモロ コシB,ラ ックB
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8 食品用の陶磁鵠・紙製容暑に含まれる重金属の実態調査

(1) はじめに

ア陶磁棒について

食品監視指導課食繍動醐係第4J.if

食品化学部食品蹴肋研究科割審包装研究室

近年、海外で製造された食品用陶磁器の輸入量が大幅に場加している。特に中国からの輸入量肱急綱領向にあり、平成 13

年度には約1万トンであったが、平成17年度は約3.5万トンと4年間で3.5倍にもなっている。また、平成17年の検疫所違

反事例でも、陶酷様の違反7件のうち4件が中国であった。現在、陶磁量に対する食品衛生法(以下、食衛樹上の規格は剖

と同だけであるが、陶磁器には倒、同の他にも仕、白、 zn、Al、白等の金属類を含む糠吋耕が使用されており、これ
らの金属が焼成不足等により溶出する樹もがある。

そこで今年度、大手l∞円ショップで販売されている陶磁器僧網付のもの)を中心に金属類の実態調査を実施した。

イ紙製容器ζついて

昨今、環境保護¢覗点からPサイクル梧動が普及しており、古紙の再生が活発になっている。こうした状況の中、古紙を原

料として食品用の紙製樹齢t製造されており、古制こ使用されているインク等に含まれる金属類が移行する可制封鴇課され

る。現在、紙製容器には、食衡法上の着色料、問、蛍光物質について規格等があるが、金属類についての規格は設定されて

いな凡そこで、市販されている再生紙を使用した紙製樹齢こついて金属類について実鎗調査を行った。

(の調査方法及E納容

ア調査期間平成18年4月から平成19年3月

イ陶磁器

(η 対象品目(表1)

大手1ω円ショップ等で販売されている陶蹴拘品目

ω 検査項目
材質臨リ、形態、規格試験(回、町)、金属類似、 b、h、白、

白、 cr、印、 Fe、K、Li、JIg.、也、Na、 Ni、Si、Zn)

ウ紙製容器

的対象品目(表2)

市販されている食品用の紙製容様 31品目

ω 検査項目
材質闘。、金属類(回、町、Al、白、白、 Cr、白、 Fe、Li、JIg、也、

Ni、ゐ}

エ検査機関

健康安全研究センター食品化学部食品添加物研究科容器包装

研究室
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表1陶磁器検体

原産国
.体費量

A祉 B社 その他 合計

中国 41 12 。 53 

タイ 5 。 。 5 

ブラジル 2 。 。 2 

イタリア 2 。 。 2 

ドイツ 。 。 E 2 

ベトナム 。 。 1 

イギリス 。 。 1 

合計 51 12 3 66 

表2紙製容器倹体

種銅 S食体敏 原材事事{敏}

紙鳳 13 
再生a邸、その他3
t伺%ピュアパルプ2

&紙製容書 ，。 不明10

.菓周審. 4 不明4

ナフキン 2 再生紙1、不明1

クv-プ用包み t 不明1

ピザ容.
1 不明1

{ダンボール鰻)

再生紙9、不明17，
合計 31 その他3、

10096ピュアパルプ2
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(3)結 果及び考察

ア 陶磁器

(ア)材 質鑑別 ・規格試験

検査を実施した66検 体

はすべて陶磁器の規格に

適合であった。またISO規

格は食衛法よりも厳しい

ものになっているが(資料

1)、 規 格値を超えるものはなかった(表4・ 表5)。

資料1陶 磁器の規格

Cd、Pbの 検 出率を国別に見てみると、中国製がCd45%、Pb68%で あ るのに対 し、他国製はCd15%、Pb46%で あ り、中国

製の陶磁器はCd、Pbの 検 出率に高い傾向がみられた(表3)。

また、中国における食衛法上の陶磁器の規格は、深 さや容量に関わ らず、

Cdが0.5μg/mL、Pbが7μg/mLで あ り(資料1)、 この規格に基づき製造 され

た製 品が輸入 された場合、わが国の食品衛生法に違反する可能性が示唆 され

る。

表3Cd、Pbの 国別検出率

(イ)そ の他の金属類

検査を実施した65検 体(1検 体は溶出状態が悪 く規格試験のみ実施した)よ り検出された金属類の検出率、溶出値は表4・

表5の とお りである。検出された金属類で暫定耐用摂取量等を超えるものはなかった。検出された金属類のうち、Zn、Ca、A1、

Ba、Mgの 検出率が高くなっている。これらは一般に紬薬や顔料に含まれている金属類であり、紬薬や顔料に由来していると考

えられた。

表4金 属類の溶出量(深 さ2.5cm以 上容量1.1L未 満)

表5金 属類の溶出量(液体を満たせないもの又は深さ2.5cm未 満)

イ 紙製容器

(ア)紙 皿

紙製容器31検 体にうち、紙皿13検 体の結果については表6の とおりである(紙 皿には、原材料の表示があったため他の検

体と区別した)。

Cd、Pbに ついては、いずれも検出限界以下であった。検出された金属類で暫定耐用摂取量などを超えるものはなかった。

Ca、Al等 の金属類は100%ピ ュアパルプの検体に比べ再生紙を原料とした検体の方が多く検出された。これは、紙の製造過

程で添加される薬品(サ イズ剤、填料等)が100%ピ ュアパルプに比べ、多く使用されているのではないかと示唆された。な

お、100%再 生紙を使用した検体のCa、A1等 の含有量が少なかった理由として、当該品は牛乳パックを製造する際に出る100%

ピュアパルプの端材のみを原料としているためと思われる。

(イ)そ の他の紙製容器
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その他の紙製容器18検 体の金属類検出

数、検出値は表7の とおりである。なお、

18検体のうち、ナプキン1検 体については、

再生紙である旨の表示があったが、他の17検

体は不明であった。Cd、Pbに ついては、全検

体検出限界以下であった。その他検出された

金属類で暫定耐用摂取量等を超えるものはな

かった。

製紙業界の情報などを参考にすると、再生

紙を使用している紙製容器であっても、表面

(食品に接触する部分)は ピュアパルプを使

用し、中間層に再生紙を使用しているものが

多いという。板紙製容器 とピザ容器は、外観

からこの形態ではないかと推測された。検査

の結果、A1、Ca等の検出値が高くなっている。

表6紙 皿材質中の金属類

ND:Cd<0.5μg/g,Pb・Ch<5μg/g,Ca<50μg/g,A1<500μg/g

また、ナフキン2検 体については、Alは 検出限界以下であり、Ca、Mg等 も比較的含有量が少ない。これは、製品の厚み

や透過性等が他の紙製容器と異なってお り製造方法に違いがあるのではないかと示唆された。

表7そ の他の紙製容器材質中の金属類

ND:Cd<0.5μg/g、Pb・Cu・Cr<5μg/g、A1<500μg/g、Zn<50μg/g,カ ッコ内は検 出数*再 生紙の含有量

(4)ま とめ

ア 陶磁器

今回、調査を実施した検体には食衛法の規格に違反するものはなく、金属類についても特に問題となるものはなかった。しか

し、中国の食品衛生法による規格では、わが国の規格を満たすことができない場合があり、販売者(輸 入者)の 食品衛生法に関

する認識が不足していると、中国の規格で製造された製品が輸入され、違反になる可能性がある。

今年度は、大手100円 ショップで取 り扱われている商品を中心に調査を実施 した。大手100円 ショップでは、輸入陶磁器に関

して、製品の企画、製造工場の選定から製品検査など輸入に至るまでの衛生管理等を取引先に委託していることがわかった。よ

って、間接的ではあるが、製品についての衛生管理等は行われていると思われた。

一方で安価な中国製陶磁器は、中小100円 ショップや飲食店などで使用されている業務用の食器にも流通していると考えられ

る。中小100円 ショップや業務用の食器を取り扱う飲食店では、必ずしも大手100円 ショップのように管理されているとは限ら

ない。よって、今年度調査が出来なかったこれらについても、実態調査が必要であると思われる。

イ 紙製容器
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今回は市販されている紙製容器を対象に実施したが、特に問題となるものはなかった。A1やCa等 の金属類が100%ピ ュアパ

ルプの検体に比べ再生紙を原料とした検体から高確率、高濃度で検出された。これは、再生紙の製造では、脱墨等の工程がある

など、ピュアパルプの製造とは違いがあるためではないかと示唆される。また、紙の製造工程で使用されるサイズ剤や填料等の

薬品が100%ピ ュアパルプに比べ多く添加されている可能性もある。

しか し紙の製造は、食衛法上、要許可業種でないため、製造工程や原材料等について情報等が不足している。よって、今後は、

紙業界に対 して協力を依頼し、紙の製造工程や原材料等についての清報を収集していく。
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9 畜産食品中の抗菌剤耐性蘭に闘する衛生学的調査 ω幽お

食品監視指導線食品機動監視第5.
微生物部食品微生物研究科乳肉魚介細菌研究室

(1) 調査目的

抗菌剤耐性菌は健康な人."4.満:害こそほとんどないが、これらの細菌が基礎免疫力の低下した高齢者や基礎疾患を有する庖者

に感染した場合、抗菌剤治場肪益なくなることで量篤な症状を引き起こすことがある。臨E、畜産界における抗菌剤の使用により、

これらに耐性を持つ細菌が食品をはじめとする生活環境を介して人《伝掃する危尉邸主指摘されている。

特に、パンコマイシン耐性腸球菌(VRE)については、家畜の飼育環境を介した家畜局管内への定着が疑われるとともに、食肉

の生産・加工・消費に関わる人間への感染も懸念される。

そこで、従来検査例の少なかった市販の国産鶏肉・豚肉とその加工・流通環境を調査し、そこから分憶される黄色ブドウ球菌、

爆球菌の抗菌弗腿股性について調査を実施した。

ω 調査方法

ア調査期間

平成18年10月から 19年1月まで

イ調査対象及び検体数

(1) 渇肉及び豚肉

鶏肉、豚肉共に、都内のスーパー及び食肉処遇業から各22検体(針44検体)採取した.

製品の遺定に当たっては、輸入肉と国産肉の双方を処置する加工者の製品を採取した.

(のふきとり検体

輸入肉と国産肉の双方を同施設内で扱う食肉処遇業4施設備肉のみ匁盟2施設、豚肉等処遇2施劇で調理台、署棋等

のふきとり検査を行い、各10検体(計40検体)を採取した。

ウ検査項目

黄色ブドウ球普及び鴎球菌の以下の薬剤(計11都に対する感受性試験

(1) 豚及t珊に使用可能な薬剤d7種:アンピシりン仏舵)、カナマイシン側、オ争ンテトラサイクヲン (orc)、エリ

スロマイシン倒)、パージニアマイシン(VI冊、エンロフロキサシン(ERFX)、ジヒドロストレプトマイシン似泊)

(の 豚に使用可能な薬剤2種:グンタマイシン{冊、クロラムフェ=コール (σ)

(り 豚、鶏ともに使用できなb噴静d2種:ナヲジクス質量制}、パンコマイシン何11)

エ検査方法

分樟糟義法及び簡易生化学性状検査により検体から菌株を分慢した。分障菌株の供試麓剤に対する感間生の定量的測定は、

米国臨床検査標草委員会側ns)が提唱した方法により実施し、最小発脊阻止漉度(1D:C)を求めた.ブレークポイント{耐

性臨界船は、農林水産省飯助医薬品検査所が実施した『平成13年度家畜由来細菌の抗菌性物質感受性実態調査jの値とした。

オ検査機関

食a諏生物研安県乳肉魚介細菌研究室

(3) 結果及E拷察

ア般物種gr崩樹(表1-2、2-2、図1-1、1-2、2-1、2-2)

「渇肉」においては、脇球菌でV団等を除く 7種の薬剤に耐生個性率:2.3叶 7.7%)が認められ、黄色ブドウ球菌で4種

の薬剤に耐金制性率:6.6-16.7%)方言認められた。

f豚肉jにおいては、腸球菌で聞等の4種の薬剤に耐性(耐生率:2.9斗 4.1%)が認められ、黄色ブドウ球菌では四等

を除く 6種の薬剤に耐性(耐生率:4.8-23. 8%)が認められた
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「鶏肉のみ処理施設」のふきとり検体に由来する腸球菌は、KM及びNAの2種 の薬剤に耐性(耐 性率:5.6～38.9%)が 認め

られた。

一方、 「豚肉等処理施設」のふきとり検体に由来する腸球菌は、NAの みに耐性(耐 性率:12.5%)が 認められ、黄色ブ ドウ

球菌は、いずれの薬剤に対しても耐性が認めらなかった。

これらのことから、 「鶏肉」、 「豚肉」は共に、多くの薬剤に耐性を示すことが分かった。

イ 抗生剤の用途別検討(表1-2、2-2、 図1-1、1-2)

鶏肉においては、 「鶏に使用できる薬剤」は、腸球菌で7薬 剤中5薬 剤に耐性が認められ(耐 性率:2.3～18.1%)、 黄色ブ

ドウ球菌で7薬 剤中3薬 剤に耐性が認められた(耐 性率:5.6～16.7%)。

豚肉においては、 「豚に使用できる薬剤」は、腸球菌で9薬 剤中3薬 剤に耐性が認められ(耐 性率:2.9～5.9%)、 黄色ブ

ドウ球菌で9薬 剤中5薬 剤に耐性が認められた(耐 性率:4.8～26.8%)。

鶏肉においては、 「鶏には使用できない薬剤」であるGM、Mに も腸球菌で耐性が認められ、耐性率はGMは4.5%と 低率であ

ったが、NAは97.7%と 最も高率を示し、昨年度とほぼ同様の結果となった。

豚肉においては、 「豚には使用できない薬剤」であるNAに も腸球菌に耐性が認められ、耐性率は941%と 、鶏肉と同様に高

率を示 し、昨年度とほぼ同様の結果となった。

これ らのことから、薬剤の耐性率には、動物への使用実態とは別の因子も関与していることが示唆された。

ウ 菌種別検討(図1-1、1-2、2-1、2-2、 表1-1、2-1)

鶏肉においては、昨年度と同様、 「腸球菌」は 「黄色ブドウ球菌」に比べて、多くの薬剤に耐性を示し、より高い耐性率を

示した。しかし、豚肉では、 「黄色ブ ドウ球菌」の方が多くの薬剤に耐性を示し、NAを 除き、より高い耐性率を示 した。

ふきとりでは、薬剤に耐性を持つ黄色ブドウ球菌は全く検出されず、昨年度と同様の結果となった。

腸球菌は、一般的に多剤耐性菌になり易い傾向があると言われており、今年度の調査でも多くの薬剤に耐性を示すことが確

認できた。

黄色ブドウ球菌は、菌の検出率が腸球菌の半分程度だったが、豚肉においては昨年度と異なり、多くの薬剤に耐性を示すこ

とが確認できた。特に今年度は、輸入肉と国産肉の双方を処理する加工者の製品のみを採取 している。加工所であるスーパー

のバックヤー ドは、比較的狭いスペースで多くの製品を加工する場合が多いため、原料肉や製品の取り扱いが悪い場合、まな

板や調理器具等の洗浄が十分でない場合等には、他の製品や輸入品由来の菌が国産肉に付着する可能性は否定できない。

(4)ま とめ

今年度の調査でも、食品衛生の立場から注目されてきたVREは 検出されなかったが、昨年度同様、NA、EM等 、人間の感染症治

療に使用される薬剤に対する耐性菌が見出された。

特に今年度は、腸球菌だけでなく、より病原性の強い黄色ブドウ球菌についても多くの薬剤に耐性を示した。仮に病院の調理

場内にこれらの耐性菌が残存し、そこで作られる病院食や病院内の環境を通して患者が耐性菌を摂取し、その菌による感染症を

引き起こした場合、治療に用いる抗生剤が効かない可能性があり、ひいてはその患者の生命を脅かすことにもなりかねない。従

って、耐性菌を取り込まないようにする観点からも、細菌の二次汚染を確実に防止し、加熱調理を徹底することが重要である。
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表1-1「腸球菌」の検出検体数及び検出率

表1-2「 腸球菌」の薬剤 耐 性率
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表2-1「黄色ブドウ球菌」の検出検体数及び検出率

表2-2「 黄色 ブドウ球菌」の薬剤耐性率
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図1-1製 品(鶏 肉、豚肉)の 腸球菌耐性率

図1-2製 品(鶏 肉、豚肉)の 黄色ブドウ球菌耐性率

図2-1ふ きとり検体の腸球菌耐性率

図2-2ふ きとり検体の黄色ブドウ球菌耐性率(%)
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10 割幼児向け食品の碕厳根について

食品監視指導課食制御動醐第5漢

食耐包学部食8'rl]1.紛研究科食品分析研究室

(1) はじめに

石慢聡監は土壌などの自然界に広く分布しており、植物生長に必要不可欠な窒素供給源であるが、人の体内で亙硝酸極に還元さ

れると、へモグロビンをメトへそグロビンに変化させるメトヘモグロピン血症を起こし、チアノーゼをきたす場合がある.大人

の場合は強酸性の胃液がす分に分略されるため、亙硝酸塩に変化されにくく問題はないが、京況は分泌が不寸づ昔なため亙硝酸塩

に変化しやすく、中毒症状を引き起こす可能性があると考えられている。

脚 N連合(以下、 『即Jという。)では、諜融機浪度の低減を図るため施肥管理等農法を改善し、 1抑制と一部の野菜につい

て硝離根の最大含有量を定めた。さらに笈勝年11月には、親幼児向けベビーフード及びシリアル加工食品についても最大含有

量2伽酬机g(以下、 「町基準値j c!::l<、う。)を設定した't

一方、東京都では昭和51年度から青果物中の硝融機実態調査を行っており、業茎菜類の硝融緩漉度が高い傾向が見られるとの

報告がある腕。

そこで、硝醗根漉度の高いほうれん草等の葉茎菜類や、ほうれん草同様にベピーフードに多く用いられるにんじんに着目し、

それらを含主~ピーフード等の現幼児向け食品について、実態を把置するために硝酷恨の含有量を調査した.

ω 調査方法
ア実施期間

平成18年7月から平成19年1月まで

イ検査品目

ベピーフート喝明劫児向け食品42製品、計田検体 (9舶を対象とした.

製品の選定は酬として、ほうれん草又はにんじんを含む製品とこれらを含まない同種製品を組み合わせて購入した{例え

ば、 『ほうれん草入りウエハースJと「ヨーグルトウエハースJ)。

ウ検査品目の収集方法

都内のスーパー及びペピー用品専門庖で熔入

エ検査機関

東京都健康安全研究センター食品化学郁食品成分研究科

オ検査方法

(η 献料の調製

調理を憂さないものについてはそのまま綜料とし、製品に調理方法が記載されているものについて』弘それに従い調理し

香郡ほした。観掘には精製水を使用した.

(の検査方法

透析チュープを用いて猷料を透析後、ろ過した参桝溶液を高速液体クロマトグラフィーを用いて測定した。

(3) 調査結果阪湾察

ア回基箪値等との比較(図1、図2)

42製品中、ほうれん草を含む3製品(① fほうれん草砂...:-ストj、② fほうれん草入りパン」、 @rほうれん草入りウ

エハースJ)及びにんじんを含む1製品(@r人参すりおろし煮J)で、回基準値を超えた(21ト 310μg/g). 

一方、 「ほうれん草入りフレークj、 『キャロットペーストjのように、ほうれん草剤こんじんを主に含む製品の中でも、

低い検出値{ともに、 5μg/g未満〉を示した製品もあった.

高l-~樽腕検出値を示した原因として、①及明副主主な原材料がほうれん草又はにんじんであることがあげられるが、@及

E均はほうれん草の含有割合治鞠2%と低いため、ほうれん草中の硝融緩漫度が高かったことが考えられた。
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これらのことから、硝酸根検出値には、製品中の原料ほうれん草及びにんじんの含有割合や、それらの硝酸根含有量が影響

していることが分かった。更に、原料ほうれん草及びにんじんの硝酸根含有量は、産地、濃縮等の加工度合、ブランチング等

の加工工程等に影響を受けていることが考えられた、

図1ベ ビーフー ドの硝酸根検出値

イ 家庭で調理した場合(試 算)と の比較

生鮮野菜の中でも、ほうれん草やにんじんは、他の野菜と比べて硝酸根を多く含むことが知られている※2。特にほうれん草

は、平成18年 度に都市場衛生検査所が行った調査※3で、硝酸根含有量の平均値が2672μg/gで あった。ほうれん草はゆでて

水さらしすることで、野菜の硝酸根濃度を約2/3～1/2に 減らすことができるといわれている※4。そこで、生鮮ほうれん草を

用いて手作り離乳食を作ることを想定し、都市場衛生検査所の調査結果を用いて試算した。調理により硝酸根濃度が半減した

とすると1336μg/gで あり、この値は、今回の調査対象となった市販ベビーフー ド等で検出された最高値310μg/gと 比べて

かなり高い値となった。

ウ 異 な るロ ッ トの

比較(図2)

EU基 準 値を超 え

る4製 品について

は、異 なるロ ッ ト

(賞味期 限が2～3

ヶ月以 上異 なる も

の)の 調査を行った。

(1)「ほ うれん草

のペース ト」及び(2)

「ほ うれ ん草入 り

パ ン」については、

調査 した別 ロッ ト

品全てでEU基 準値

を超えたが、(3)「ほうれん草入りウエハース」及び(4)「人参すりおろし煮」については、Eu基 準値を超えないものがあった。

ロットが変わると硝酸根検出値が異なることについては、ほうれん草やにんじんの、産地、収穫時期等の違いにより、原材

図2異 なるロットの硝酸根検出値の比較(EU基 準値を超える4製品)
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料中の硝酸根含有量が異なっていた可能性が考えられた。

エ ほうれん草又はにんじんを含む製品と含まない製品との比較(図3)

原材料表示を参考に、ほうれん草又はにんじんを原材料とする製品と、それらを含まない同社の同種製品とで硝酸根検出値

を比較したところ、ほうれん草又はにんじんを原材料として含む製品のほうが高い濃度を示した。

図3ほ うれん草 又は人参 を含む製品 と含まない製品との硝酸根検 出値の比較

(4)ま とめ

今回、都内に流通するベビーフー ド等の硝酸根濃度を調査し以下のように実態 を把握できた。

・42製 品中30製 品か ら硝酸根が検 出され(7～310μg/g)
、EU基 準値を超 えた製品は、ほうれん草を含む3製 品(230～310μg/g)、

にんじんを含む1製 品(210μg/g)で あった。

・ 生鮮ほ うれん草を用いた手作 り離乳食 中の硝酸根濃度は
、試算で1336μg/gで あ り、ベ ビーフー ドで検出された最高値310μ

g/gと 比べて高い値 となった。

・EU基 準値 を超える製品について
、異なるロッ トを検査 した結果、EU基 準値を超える製品と超えない製品があった。硝酸根検

出値が変動 した理 由として、原材料であるほ うれん草やにんじんの産地、収穫時期等が異なる可能性があることが考えられた。

・ ほうれん草又はにんじんを原材料 とする製 品と
、それ らを含まない類似製品とで硝酸根検出値を比較 したところ、前者のほう

が高い値を示 した。

以上のことか ら、製品中の硝酸根濃度 を低 く抑えるためには、硝酸根含有量の低い原材料(ほ うれん草等)を 用いることが重

要である。EU基 準値を超える製品等を販売 した都内のベ ビーフー ド関係事業者に対 し調査を行った結果、今後の対応 として、ほう

れん草等の原料や配合害1拾について再検討 し、より硝酸根濃度の低い製品を製造するとの回答を得た。

参考資料(※1～4)

(1)COMMISSION REGULATION(EC) No1822/2005 of 8 November 2005, amending Regulation (EC )No466/2001 as regards nitrate

inc ertain vegetables, Official Journal of th eEuropean Union L293, 09/11/2005 P.0011-0013

(2)竹 山、酒井、上村、村上、佐藤、増淵、平岡、内海 「青果物中の亜硝酸根・硝酸根実態調査」(東 京都市場衛生研究 所 大

田出張所)平 成17年 度

(3)水 嶋 初実、大貫 憲一、内海 忠雄 「農産物の硝酸・亜硝酸含有実態調査」(東 京都市場衛生研究所 大 田出張所)平 成18

年 度

(4)野 菜 の硝酸イオン低減化マニュアル、(独 立行政法人 農業 ・生物系特定産業技術研究機構 野菜茶業研究所)
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， ， おう吐憲章生タイプのセレウス薗による食品の汚集状況調査

(1) はじめに

食品監視指導課食刷踊櫨規係第6班
市場衛生検査所大田出張所

町田保崎野生活衛生揖食品衛生係

微生物部食品微生物研気掛食品細菌研究室

微生物部食凝練生物研実需真菌研究室

セレウス菌食中毒は、おう凶型左下痢型に分類されるが、わが国での発生の多くがおう吐型である。また原因食品の多く同醐

済み調理食品であり、加鯛胆後生残した芽胞カ主発芽し、短時間で多量に潮殖しその際に産会する毒素を食品と共に摂取して発症

するものと考えられている。

都内におけるセレウス菌を原因とする食中毒の発生併教は、平成18年までの過去10年間で毎年1-4件であり、細菌性食中

毒全体に占める智治は低b、。しかし症状が軽い場合では、発症しても医師の診断を受けないこともあり、本菌による潜在的な食中

毒の発生方叩Pなからず存在すると推察される。

全国の事例では、保育園で提供されたあん入り餅を原固とする、患者数346名の大規模食中毒事例や、老人施設における死亡

事例も報告されており、抵抗力が弱い高齢者や子供、基礎疾息がある場合などは、重篤になることが危慎され、決して軽視するこ

とができない食中毒原因菌である.

近年、おう回章の本体がセレウリドであることが明らかになった".都においては平成17年7月、青梅市内の学童クラブでセ

レウス菌を原固とする22名の食中毒の事伊jがあり、原因食品であるおにぎりからセレウリドを検出したZ}.

そこで、本調査では却場鳩楳・爾来料・大豆加工品・般類加工品をはじめ多種類の一般揃量食品を対象とし、セレウス菌による

汚染実態を調査した。あわせて、検出したセレウス菌についてセレウリドの産生飽を確認し、直接喫食する食品における汚染につ

いては直接的な、あるいは食材等における汚染については間接的なそれぞれm危害度を評価しようと試みた。

ω 調査方法
ア調査期間:平成17年4月から平成19年2月まで

イ調査品目:市場流通する食品{表1)

ウ 検査項目:細菌数、大腸菌群、好気性芽胞菌(以後好芽繭と略す)、セレウス菌、真菌、 pHおよび水分活性(必要に応じて)、

以下セレウス分障味に引、て、でんぷんぬ鯛~セレウリド測定。町r2 細胞を用いたパイオアッセイ及び凶:/l&5によ

る分析、静岡分離抹の10%スキムミルク培養上清を供閥、眠法による部(セレウヲド合成酵素)遺伝子の検出

エ検蜜機関:健康安全湾問センター微生物部食品細菌・真菌穆閉室

(3) 結果

検査項目としてセレウス菌を設定した1805検体のうち、 172検体からセレウス菌を検出し、検出率は、 9.5%であっ

た。表1に示すとおり、セレウス酋を検出した食品分類の内釈をみると香辛料では77.8%、茶類では54.5%と生鮮食品

に近い食品についてはセレウス蘭陽性検出率が比接的高く、逆に魚肉ねり製品等加工度が高い食品は0-5%と低かった。

次に、検出したセレウス酋についてでんぷん分解能の猷験を行ったところ、 172検体のうち66検体から検出したセレウス

菌株がでんぷん分解能陰性であった。とれらでんぷん非分解の抹が検出された食品は表2のとおりである。なお、でんぷλA解

能挫の検査昨セレウス菌によるおう吐型食中毒事例由来像の大半がでんぷ人命解能陰性であったという報告3.4)に基づき、おう

吐毒素産生抹を還>>1.)-するためのスクリーニングを目的として試みたものである。

66検体から検出されたでんぷん分解能樹生のセレウス菌株168株について、セレウリド産生能を確認するため、バイオア

ッセイおよび眠法による邸遺伝子の確認6)を行った。その結果、八殺こうじみそ、てんぺ(生) ~味噌・豆腐)、焼きそば

仰膿惚滞及びピール酵母(その他の食品}の4検体 (6. 1 %)からセレウリド産生能を有するまたは有すると推定される
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セレウス菌(7株)が 確認された(表3)。 また、今回セレウス菌が検出された食品172検 体のうちの4検 体(2 .3%)が

セレウリド産生能を有するまたは有すると推定されるセレウス菌で汚染されていたことになる。なお、これらの分離株のうち、

八穀こうじみそおよびてんぺ(生)由 来株の10%ス キムミルク培養上清中に産生されたセレウリド量はLC/MSで 測定したと

ころ、各々9ng/g、6ng/gで あった(表4)。

表1セ レウス菌の陽性検体数の分類内訳

表2で んぷん非分解の株が検出された食品の主なもの
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表3陽 性検体代表株の成績

注)でんぷん非分解株が検出された検体数(66検 体)及 びでんぷん分解株が検出された検体数(110検 体)の 合
計数は、同一検体において、でんぷん非分解及びでんぷん分解株の両株を分離した検体があるため、表1の セレ
ウス菌陽性検体数とは一致しない。
注)バイオアッセイ及びCRS遺 伝子の欄中の数は検体数(株数)を表している。

表4で んぷん非分解株検出食品と分離株のセレウリド産生能

*食 品からの検出量ではなく、その菌がもつ産生能力である。

(4)考 察

過去の食中毒事例一般的な喫食量から人におけるセレウリドの最小発症量は、およそ1μg/body程 度と推定されている1)。ま

た、食中毒由来のセレウス菌が産生するセレウリドの量は、500μg/g以 上であったとの報告もある2)。これらの報告を参考にし、

今回得られた結果をみると、検査検体全体に対するセレウス菌陽性検体は約10%で あり、陽性検体中、でんぷん非分解かっ毒素

産生能を有するまたは有すると推定されるセレウス菌で汚染された検体は約2%で あった。これらの分離株のセレウリド産生量は

食中毒由来のセレウス菌のそれに比べ約100分 の1で あることから、本調査の対象食品から検出されたセ レウス菌自体の食中毒原

性は低いと結論付けられるかに見える。しかし、本調査で得られた産生能は、スキムミルク培地を用いた一般的検査法により得ら

れた結果であるため、培地を変えることにより異なる結果が得られることは十分考えられる。また、実際の食品上での毒素産生メ

カニズムが明らかにされていない現状においては、香辛料や大豆加工品等生鮮食品に近い食品においてセ レウス菌陽性率が比較的

高かったことを踏まえるとこのような食品が添加混合され ・調理された惣菜等はその後の保存条件によってはセレウス菌の増殖と

ともにセレウリドが産生され、食中毒につながることが考えられる。今回の調査結果から食材である八穀 こうじみそやてんぺおよ

び惣菜である焼きそばから検出されたセレウス菌がセレウリド産生能を有することおよび広範な食品がセレウス菌で汚染されて
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いたことから、一般の調理済み食品を対象とした場合、食中毒発生の可能性を過少に評価することはできない。

一般の食品中でのセレウリド産生の可能性については、食品の保管や流通における温度条件や食品成分によりかなりの制限を受

けることが予想されること、今回の調査で判明したように、セレウス菌の汚染は広範であること、セレウス菌の危害性は菌株によ

り異なること等から汚染実態に対しての適確な危害性評価を下すことは極めて難しい。

また、これまではセレウス菌汚染の衛生学的評価はその食品分類と汚染菌量のみで判断されてきた。セレウス菌を環境汚染指標

菌の1つ としてではなく、毒素型食中毒起因菌として評価する場合、検出されたセレウス菌のでんぷん分解性を評価基準に採用す

ることにより、セレウリド産生セレウス菌を網羅的に検索することが可能である。

(5)ま とめと今後の課題

ア セレウス菌を検出した食品172検 体のうち、でんぷん分解能陰性のセレウス菌が検出された検体は66検 体(3.6%)

で、セレウリド産生能を有するセレウス菌の汚染が確認された検体はそのうちの4検 体(6.1%)で 全調査検体の0.2%

であった。ここでは示さなかったが多くの検体は汚染菌量は少ない。このことから一般流1通食品でセレウス菌食中毒が直ちに

発生するとは考えられない。しかし、種々の食品中でのセ レウリド産生状況は殆ど検討されていないこともあり、本菌による

食中毒の発生を防止するには惣菜類や米飯類は調理後速やかに喫食する ・適正に保管するなど汚染したセレウス菌の増殖抑制

のための指導は欠かせない。今後行政指導に活用していきたい。

イ 今後はセレウス菌で汚染された食品の食中毒発生危害度判定についてより簡便で、より適正な評価、すなわち、分離菌ので

んぷん分解性とセレウリド産生遺伝子の確認のみならず更に、当該食品中でセレウス菌が増殖した場合のセレウリド産生性を

加味した評価に基づいた衛生指導が求められる。

参考文献
1)安形ら、Baoillus cereusの食中毒毒素 日本細菌学雑誌51(4)993-1002,1996

2)平 成17年 度東京都福祉保健医療学会 機器分析(LC-MS)に よる嘔吐毒セレウリド検出法の改良と本法を用いたセレウス菌食

中毒事例の原因究明、門間ら,
3)食 中毒菌の制御-デ ータと文献抄録-中 央法規出版株式会社

4)新 井輝義ら、嘔吐型食中毒および市販食品由来セレウス菌の各種培地におけるHEp-2培 養細胞空胞化活性の産生性 食品と微生

物Jpn. J. Food Microbiol. 9(3), 159-164, 1992

5)秋 場ら、比色法を用いたセレウス菌王嘔吐毒のバイオアッセイ法に関する検討Jpn. J. Food Microbiol, 22(3), 112-115, 2005

6) 江下倉重ら、セレウス菌嘔吐毒素検査法の検討-PCR法 と細胞空胞化活性測定法-

平成17年 度 地研全国協議会関東甲信静支部細菌部会第18回 総会 ・研究会
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1 2 大規緩製造施霞の衛生レベルに応じt::l説IUI事手法の樟尉

広域監視糠食品機動監視係第7獲

(1) はじめに

健康安全研売センター多摩支所広域監視線は、大規模製造施設の監視指導を行い、食の安全揖保を図っている。しかし、これ

までの大規模製造施設の監視指導においては、衛生レベルを向上させるうえで、客観的杭或脚力のある指導が難しい状況にあ

った@

このような課題を解決し、業態に応じた監視指導を実施していくために、施設のソフト面を重視し、点検衰を周b堺価する監

視指導手法の開発に平成17年度から着手した。

本年度は、この監視指導手訟を日常的な監視に活かす士めに、さらに多方面の意見キ積み重ねた監視指導実積を踏まえ、見直

し改善を試みた。この手法は、行政にとっては、衛生レベルの客観的な評価に対応した監視指導を可能にし、事業者にとっては、

さらに改善すべき点が分かりゃすく、改嘗行動を促進する方策となるよう工夫している。

こうして考案した点検表による監視指導手訟を、通常監視において食品機動監視業務に導入できるよう撫せしたので、報告す

る.

(2) 調査方法

ア 会食品機動監視涯の監視指導手法問Tによる意見等

E布した各帳票ファイル〔衛生レベル点検表、台帳(点検結果薮齢、点検結果通知書、点検結果グラフ、事断基調陣〕によ

り、制Tを行なハ事業の全般的な印象、具体的な改善点など、見直し・改脅するための意見を募集した.

イ 平成17年度に実施した事業者 (13施間への依頼アンケ}トの実庖

アンケート内容を入力したフロッピーを手渡し依頼した。点検事業』こ対する総括俊晴抵施殴での点検実施や点検結果通知

書、評価の基準自主管理認証の取得意欲などについての、ご意見を集計した.

ウ 平成17年度に実絡した施設への再点検事業

田博実施の13施設(豆腐製造業:1施設、そうざい製造業:7施設、菓子製造業:5施駒を対象に、あらためて点検を

実施し、衛生レベル点検表、判断基準等の帳票頚について、使いやすさ・内容の妥当性などについて見直し改善を行った。

エ改善状況の確認

平成17年度に実施した施政について、指摘した項目がどの程度改善されているかを確認するとともに、点検結果を昨年度

と比識し、事業効果を考察した.

ω 調査結果及び考察
ア金食揖描動監視班の協力による監視指導手法前官こよる意見等

σ) 事業の全般的f点取

・事前箪備が肝要と感じた.マニュアル、言E調婚を事前に用意させておくと、結果的に時間の節約になる.製造業について

は、今回のようなレベルでの点検事業は可能と感じた。

・事業者、行政にとって衛生レベルの拒彊が客観的に行えるものであった.本事業をルーチンとして導入するのであれば、

年間計画鑑調指導計画の中で明確化し、計画的に取り組む必要がある。 1回の調査で、すべてを確認することは、か

なり難しいという感想を持った。

(イ} 具体Wょ改善点キ常見

①点検表について

・文字が小さく読みにく川ホッチキス止めは動kなので、両面印席I障の工夫が必要である。
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・A4サイズでまとまっていて使い勝手が良かった。コメント欄が若干狭かった

・可能な限り判断基準の内容を点検表に盛り込んでいただけると助かります。

(2)判 断基準について

・例示があり、わかりやすかった。点検表との照合がしやすく、判断しやすかった。

・わかりやすい基準表となっていると思う。しかし、△の判定に迷った。

(3)台 帳及び事業者通知について

・実施状況、マニュアル、記録が別になっているのはわかりやすい。

・レーダーチャー トは、わかりやすく、営業者に不備な部分を説明するのにも役立った。

・営業者 と行政でマニュアルへの認識に違いが多々見られた。

・マニュアルを作成するだけでなく、その活用についても指導することが大切である。

イ 平成17年 度に実施した事業者(13施 設)へ の依頼アンケー トの実施

(ア)全 体的な印象

・外部からの目で客観的に見ていただけるので、大変ありがたいです。見落としがちな衛生管

理の不備が再認識でき、更に従業員の衛生意識があがり、全職員の意識改革が出来た。

・内容的にハー ドルが高過ぎるとは思いませんが、100点 を目指すと苦しい部分がある。

・衛生管理項目が分かれており、見やすいと思いました。マニュアルの不備を痛感した。

(イ)現 場での点検鶏 状況

・点検項目、点検内容について、いずれも適切であるとの回答であった。立入 り日及び時間等について希望を聞いてほしい。

滞在時間は1時 間程度を希望するとの少数意見があった。

(ウ)評 価基準

・守りにくい項目については、添加物保管場所の明確化、原料のトレーサビリティー、残留塩

素の検査等であった。その理由は、普通調味料と一緒 に保管し区分していなかった、システム作 りを本社にまかせていた、

担当者は月1～2回 でよいと思っていた、であった。

(エ)点 検結果通知及び自主管理認証の取得への意欲

・通知書、グラフ等は、どちらも理解しやすいとの回答であった。要望等はなかった。

・将来取得するように考えている、1年 以内に取得するよう進めている、などであった。

ウ 平成17年 度に実施した施設への再点検事業

点検事業については、事業者も理解 している部分が多く、昨年度と比較して各施設とも円滑に実施できた。ア及びイの意見

を踏まえ、点検表、判断基準等の帳票類について、今後事業化することに配慮し、経験の少ない監視員や初めての点検でもス

ムーズに行えるよう、点検表と判断基準を一枚のシー トに収めた新たな現場用の点検表を作成 した。この様式は点検のポイン

トが一目で分かる上、判断基準を確認 しながら採点できるため、作業効率が向上した。

また、帳票類の改善が必要と考えられる項目について削除 ・補足するなどして、精度を高めた。
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表1衛 生レベル点検表

エ 改善状況の確認

実施状況、記録については調査 した施設すべてにお

いて改善が確認 された。

しかし、マニュアルについて3施 設は、昨年の調査

時点 と同様であ り、改善が認 められなかった(表2)。

これ らの施設 は、比較的行いやすい実施状況 と記録の

改善から取 り組んだためと考えられた。

13施 設の実施率を昨年度 と比較 して、図1に 示 し

た。平均の実施率は、実施状況83.7%→91.2%(十7.5)、

マニュアル42.9%→63.1%(十20.2)、 記録では56.1%

→75.3%(+192)と 各要素 とも改善 されていることが

確認 された。

これ らの改善効果の要因は、衛生 レベルを高めるた

めには何が必要か、またどうしたら改善できるのかを

具体的に分か りやすく示 したことによるものと推察 さ

れた。

その結果として、事業者の改善行動を促したものと考えられた。

表2改 善が確認された施設数

図113施 設の実施、マニュアル、記録の改善状況

しかし、マニュアルについての改善内容は、様々であった。顕著に実施率がのびたG社 、K社 は、昨年度指摘を受けマニュ

アルを作成 したが、実態が追いつかない部分も見られ、形骸化しているように思われた(図2)。 このような傾向は全体的に

見受けられた。

図2マ ニ ュ ア ル 実 施 率 の 改 善 状 況 施 設

また、記録についても同様の傾向があったため、マニュアル、記録の意義をよく伝えるための指導も重要であると考えられ
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た。

共通基準の項 目別の改善状況を図3に 示した。各項 目とも全体的に改善が進行していることが確認された。なかでも従事者

の衛生教育や使用水の衛生管理などの改善率が高かった。

これらの項目は、衛生教育の頻度 と始業

前の水質確認や記録など、取り組みやすい

内容であった。事業者は数多く指摘された

中でも、まずは改善しやすい部分から取り

組んでいることが伺われた。

また、今回の調査からは明確にならなか

ったが、今後衛生レベルがさらに高まれば、

改善しにくい項 目の傾向も明らかになり、

それらを改善するための監視指導手法も構

築していくことが可能と推察された。

図3共 通基準の項目別改善状況

(4)ま とめ

ア 事業者アンケー ト及び再点検監視指導の採点結果から、衛生レベル点検表や点検結果通知書による監視指導手法は、大規模

製造施設の衛生レベルの改善に有効であった。

特に、従来の監視員の経験に頼る監視指導と異な り、一定の基準に従い客観的に衛生レベルを評価し、事業者に具体的に指

摘を行 うことで、改善効果が高まることが確認された。

イ 衛生レベル点検表と判断基準を一枚のシー トにまとめた様式は、従来の点検表のみではわかりづらかったポイントが一目で

分かるため使いやすかった。採点ポイン トの見落としを防ぐと同時に、点検作業の効率化につながり、経験の浅い監視員にと

っては、有効な手段であった。

ウ 衛生レベルが低い事業者の中には、マニュアルや記録を取り急ぎ揃えるだけの施設も見受けら

れた。そのため、マニュアルや記録は、自主管理の目的を明確化 ・具体化させ、その履行状況を

証明するもの、という意義を伝えるための継続的な指導は、今後も必要である

今後は、さらに対象業種を拡大し、新たに認証基準が設定された 「食肉処理業」、 「魚介類加工業」

大規模製造施設に併設する 「飲食店営業」を対象に点検表による監視指導手法を検討する。
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'3 輸入食品のアレル羊噌質表示実態調査

食品仕洋部食品成分研究科中毒化学研究室

多摩支所食品衛生研安調食品仕浮研究室

広域監視諌食品機動藍視係第8涯

はじめに

食品由来のアレルギー物質のうち特定原材料(小麦、そば、卵、乳、樹性)については、平成13年4月から表示が畿務付けら

れ、平成14年11月に検査方法や判断樹が示された。東京都では平成17年度から通常監視の中でアレノレギー物質の検筆を行ってき

たが、調査に必要な製造記録等の確認が園建であることから、対象食品は国産品に限られている。

しかし、平成17年度に発生した香辛料の大規模な自主回収事例をはじめ、輪入食品においてもアレルギー物質表示に係る自主回

収事例がしばし出発生していることから、輸入食品に対するアレルギー物質表示対策の実施が強く望まれるところである.

そこで、今後の輸入食品のアレJレギー表示対策の基礎資料とするため、アレルギー物質として主に『小麦jを対象に、実態調査

を実施した.

(1) 概査方法

ア爾査期間

平成18年4月から平成19年3月まで

イ調査内容

の 加工食品のアレルギ』犠膚表示実態調査

製造業柑凶拠点において収去した輸入食品を含む加工食品m 品目及問先行調査でスーパー庖頭においてデジタルカメ

ラで撮影した輸入食品田品目のアレルギー物質表示から、食捌の特定原材料の使用傾向帽子示の筒防法を調査した。

{イ) アレル羊物質による自主回収事例の調査

過去3年間に全国自治体から東京都に情報提供のあったアレルギ}物質を原因とする自主回依田事例(内、輸入食品9事

例)について、食品別の特定原材桝の使用傾向や回収に至った原因を調査した.

{ウ) 輸入食品の購入調査

上記ア、イの調査結果や表示から『小麦』の使用キ混入の可能性を類推し、 16カ国から輸入された加工食品 43検体(い

す"tt.も小麦の原材制表示や注意喚起表示が認められないもの}を購入し、原文表示の確認とアレルギー物質「小麦Jの検査

を行った.

ウ検査機関

東京都健康安全研売センター食品化学偏食品成分研究科中毒似開時撞

東京都健康安全研究センター多摩支所食品衛生研究科食刷出朔究室

(2) 調査結果

ア加工食品のアレルギー物質表示実強調査

昨年度同院去した輸入食品49品目を含む加工食品339品目のうちの4割にアレFレ羊物質を含む旨が表示されていた。特定原

材料別では『小麦Jが3割弱と最も多く、あ示推奨品目である『大豆」は3魯触に表示されていた。また、 旬、麦」が表示され

た食品の分類別では調味料が最も多く、拠、でそうざいであった。表示の記載の方法は、原材料金ての記歳の後に一括表示が 9

割、個々の原榊悔の御用掠が1割であった。

また、庖頭で調査したアレルギー物質表示のある輸入食品田品目についても、食品の分類別では調味料が圧倒的に多く、また、

特定原材糊IJでは小麦が最も多かった。なお、記載の方法ば、原材料金ての蜜曜の後に揖弧書き(一括で表示する場合}が6割、

個々の原材料の直後に括弧書き(個別に表示する場合)が4割であった。 川、麦」に係る個思局掠は醤油、酢、たん白加水分解
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物、酵素の4種 類であった。

イ アレルギー物質による自主回収事例の調査

調査結果を第1表 に示した 自主回収事例において、食品の分類別では菓子類が最も多く、特定原材料別では 「小麦」 「乳」

「卵」がそれぞれほぼ同数であった。また、自主回収事例における輸入食品の占める割合は14%で 、原産国は欧州、北米、アジ

ア等7力 国であった。

回収に至った原因は、 「表示作成時のミス」や 「包材 ・表示ラベルの取り違え」等の人為的なミスに起因するものが多く、 「コ

ンタミネーション」によるものは少なかった。

第1表 回収に至った原因の分類別事例

特定原材料が複数ある事例は、複数の項 目に計上

カッコ内は輸入食品の事例数

ウ 輸入食品の購入調査

購入した43検 体のうち33検 体に原文表示が記載されていた。原文表示の内容を確認したところ、 「小麦」の記載はなかった

が、邦文表示にない 「カゼインナ トリウム」の記載が認められ、食品添加物とアレルギー物質表示(乳)の 表示不備が疑われた

ものが1検 体あった。(調 査中)

購入した検体の内訳を第2表 に示 した。スクリーニング検査で陽性となったものは8検 体あり、このうち7検 体は確認検査で

も陽性で(陽 性率16%)、 残りの1検 体(ス ナック菓子)は 確認検査で検出不能であった。また、スクリーニング検査において

陰性と判定されたが、微量(10μg/g未 満)検 出されたものが6検 体あった。内訳は、米やとうもろこしを原材料とした穀類加

工品4検 体、大豆加工品1検 体、カレーパウダー1検体であった。

スクリーニング検査で陽性となった8検 体のうち、3検 体はアレルギー物質表示が制度化されている原産国のものであった。

なお、今回の調査では検体数が43検 体ということもあり、食品分類別や原産国別等による検出状況の違いについて評価できなか

った。
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第2表 スクリーニング検査結果の食品分類別及び原産国別分類数

カッコ内はスクリーニング検査陽性

第3表 スクリーニング検査陽性検体の内訳

*原産国で表示制度あり

**確認検査で検出不能

陽性検体の詳細を第3表 に示した。野菜 ・果実加工品1検 体、穀類加工品4検 体、調味料1検 体、菓子類2検 体であった。い

ずれも高いレベルで検出され、副原料として小麦が使用されていた可能性も考えられた。

確認検査でも陽性の検体については、今後、輸入者を所管する自治体に調査を依頼する予定である。

(3)ま とめ

ア 輸入食品の購入調査

今回、事前調査でアレルギー物質 「小麦」の表示が最も多かった調味料、自主回収事例で最も多かった菓子類、 「小麦」の混

入やコンタミネーションの可能性が高い粉体原料を使用する穀類加工品等から選定し、購入検査を実施した。

アレルギー物質 「小麦」の検査の結果、スクリーニング検査で43検 体中8検 体が陽性と高い陽性率であり、そのうち3検 体は

アレルギー物質の表示制度を有する国から輸入されたものであった。 日本は世界に先駆けて制度化したが、現在も違反や自主回

収が度々発生しているのが現状であり、また、表示制度のある国でも表示が義務化されて間もない国が多い。したがって、輸入

時には表示制度を有する国であっても未整備の国と同様にアレルギー物質の確認や検査が必要と考えられる。

イ 調査手法の検討

輸入食品のアレルギー物質に係る調査は、製造 ・加工施設が海外であるため、製造記録やコンタミネーションの有無の確認が

容易ではなく、また、調査の実施については行政ではなく輸入者や現地の製造者等が中心となるため、違反の認定が非常に困難
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である。

そのため、今後はこれまでの判断樹とは別に調査手順(判 断樹に相当する判断目安)を 作成し、合わせて輸入者等が調査を実

施し易いように調査項目(内容)を 明示 した点検表の作成についても検討する。また、輸入原材料を使用している都内の製造施

設について、その使用状況やアレルギー物質の確認方法等を調査していく予定である。
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14 魚介婚のアニサキスを中心とした寄生虫の寄生実態調査

(1) 調査目的

広域監視課市場監視係

微生物部病原細菌研究科寄生傭)虫研究室

わが国では魚介類を生食する伝統的食習慣があるため、アニサキスによる食中毒が諸外国に比べて非常に高率に発生している。

診断技術の高度化と生鮮魚介類の広域流通化によって、発生件動ま高まり、現在では年間忽削~筑間例の発生があるとい才オもて

b、る.

そのような中で、平成17年6月に、中国産の中間種苗を使用した養殖カンパチ及びイサキに、餌由来のアェサキスが多数寄

生していることカ瑚リ明し問題となった。また、同時期に都内で、生食用メジマグロの喫食により急性胃腸炎を起こした事例が報

告された。メジマグロの残品および患者の胃からアニサキスが検出されたことから、アニサキスを原因とする食中毒として、初

めて販売者カ情政処分された。

これらのことから、これまで特定の季節に流通し価格が高い等の理由で寄生虫の調査を行なっていなb、生食用魚介類について、

アニサキスを中心とした寄生虫の寄生実態の調査を行なった.

(2) 調査期間

平成18年5月~平成18年11月

(3) 調査方法

ア調査対象魚種

出荷者が明確なカンパチ及びメジマグロ

イ調査方法

多摩地域にある水産市場の魚介類販売業者から、鮮魚を丸のまま鵬入し、体長及E用組を計測した後、寄生虫の検査を行

なった。

また、出荷者に対し漁獲海域等について翻き取り調査を行なった。

ウ検査部位及E烈裏目

鮮魚を内臓及E精肉(腹、背)の3部位に分け、アニサキス及びシュードテラノーパについて検査した.

ヱ検査方法

倹査部位の組織を手指により押し潰し、寄生虫を採取した.

採取した虫体を務持、固定、遭遇処遇した後、光学顕微離で頭鶴、尾部、消化器官について形態学税調療を行い、種を同

定した.

(心調査結果

カンパチについて27検体の調査を行なった.内訳は、養殖が18検体、天然が9検体であった。全ての検体でアニサキス及び

シュードテラノーパの寄生は認められな治、った(表1)0 
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(表1カ ンパチ検査結果)

メジマグロについて33検 体の調査を行なった。全ての検体で、筋肉からアニサキスは検出されなかったが、全体の45.5%

にあたる15検 体の内臓からアニサキスが検出された(表2)。

(表2メ ジマグロ検査結果)

検出されたアニサキスについて、種の同定を行なったところ、すべてAnisakis simplexで あ った。シュー ドテラノーバの寄生は

認められなかった。

寄生数は1～305匹 と、個体によってまちまちであり、また、重量との相関関係 は認められなかった.(図1)。

図1メ ジマグロの重量と寄生数の関係

(5)考 察

カンパチの養殖は、2～5月 頃に中国から稚魚(15cm以 下、約20g)を 輸入し、国内のいけすで1年 半ほど養殖した後、

2.5～4kg程 度に成長させてから出荷するのが一般的である。したがって、今回調査を行なった養殖カンパチの稚魚は、平成

16年 後半から平成17年 前半に輸入されたと思われる。また、問題となった中間種苗は500～1000gで あり、養殖の期
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間を1年 程度とすると今回調査した検体に含まれていた可能性がある。

また、中国産の中間種苗を使用した養殖カンパチにアニサキスが寄生していた原因は、中国で稚魚を中間種苗に育てる際に、

アニサキスが寄生した生餌を与えたためと考えられている。なお、農林水産省によると、日本ではカンパチの養殖に生餌を使用

しないことから、現在まで養殖用の餌が原因となるアニサキスの感染例は報告されていないとしている。

昨年度の養殖カンパチのアニサキス寄生問題を受け、国や、カンパチの養殖業者を多数抱える自治体は、安全性確保のため対

策を講じてきた。国は、該当する養殖魚においては出荷す る際に冷凍または加熱することを指導した。鹿児島県は該当する養殖

魚の処分を行ない、また、宮崎県および香川県は、生鮮出荷をするために、寄生虫のサンプリング検査を充実させるなどの安全

確保策をそれぞれ実施し、国にも認められている。

今回の調査で、宮崎県産および鹿児島県産の養殖カンパチにアニサキスなどの寄生が認められなかったことから、これらの対

策が有効に機能しているといえる。また、天然カンパチについても、検体数が少ないものの、アニサキスなどの寄生は認められ

なかった。したがって、カンパチによるアニサキス食中毒の可能性は比較的低いものと考えられる。

メジマグロの漁獲は天候や季節の影響を受けるため、水産市場への入荷状況が変動しやずく、検体の重量や漁獲場所などの条

件をそろえることが困難であった。そのため、寄生虫の検出状況と検体の重量及び漁獲場所との関係を比較することはできなか

った。

しかし、メジマグロに対するアニサキスの寄生率は45.5%と 高く、寄生が認められた検体の重量も約3～12kgと 広範

囲であることが把握できた。

アニサキスは冷凍(-20℃ 以下、24時 間以上)に よって死滅することは既に知られていることであるが、日本近海で漁獲され

るメジマグロは氷詰めの冷蔵状態で流通し、刺身に利用されることが多く、凍結処理されることはほとんどない。今年度の調査

では筋肉中にアニサキスは認められなかったが、昨年度のメジマグロの寄生調査では6検 体中1検 体に筋肉中にアニサキスの寄

生が認められた。したがって、メジマグロにアニサキスが多数寄生していた場合、アニサキスが何らかの原因で内臓から筋肉に

移行する可能性が示唆される。

(6)ま とめ

養殖カンパチについては、問題発生後に様々な対策が講じられており、現在流通しているものに関してはある程度の安全性は

確保されていると考えてよいであろう。また、天然カンパチについては、検体数が少ないが、アニサキスの寄生は認められなか

った。

メジマグロについては、今までアニサキスの寄生実態調査はあまり行なわれていなかったため、一般に販売者にも消費者にも、

メジマグロに寄生するアニサキスに関する認識は低い。しかし、今回の調査で、生食する筋肉部分への寄生は認められなかった

ものの、メジマグロにはかなりの割合でアニサキスが寄生していることが明らかになった。アニサキスはたとえ1匹 の幼虫であ

っても、ヒトに感染して激しい痛みを伴 う食中毒症状を惹き起こすことがある。そのため、営業者に対してはメジマグロにアニ

サキスが高率に寄生していることを周知し、解体、調理する場合は寄生の有無を確認するよう指導することが重要である。また、

消費者にはメジマグロにも寄生虫によるリスクのあることを正しく伝えることが必要である。

さらに、医療機関側に寄生実態を情報提供することで、アニサキス症の診断の迅速化が図れることも期待できる。

次年度も引き続き、これまであまり調査されることのなかった生食用魚介類についてのアニサキスの寄生実態の調査を行なう

予定である。
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， 5 卸売市場に涜通する魚介廻のヒスタミンに関する調査〈第2報}

(1) 調査目的

広域監視課市場監視係

微生物部食品微生物研安調食品細菌研究室

食品化学部食品成分研究科中毒化学研究室

ヒスタミン食中毒は、平成14年からの5年間に都内で15件(庖者数1伺名) (J院船発生し、平成18年には1年間で6件

{庖者数14名}発生した。食中毒の原固となった魚種はカジキ、プリ、サパ、マグロ、サンマ、シイラであり、原因施設のほと

んどが飲釦吉、集団給食施設であった。

ヒスタミンは、ヒスタミン生成菌が産生するヒスチジン脱炭厳蝉棄により遊厳ヒスチジンが脱炭酸されて生成するが、魚介類及

びその加工品のヒスタミン生成菌汚染実態及びヒスタミン量についてのデ}タは少な川また、鏑涜市場では魚介類加工品が常温

で櫛uさ払閉庖後、再び玲凍保管されることがあり、冷凍と解凍の繰り返しによるヒスタミン生成菌の増殖等により、ヒスタミ

ンを蓄積することが懸念される.

そこで、平成 11年度から温子し魚介類等のヒスタミン生成菌汚染実態及び不揮発性腐敗アミン量について調査を実施してきた

が、平成 18年度は集団給食施設等で使用されるような業務用凍結魚等を対象として継続調査するとともに、卸売市場での保管状

況を想定したモデル実験を実施し、若干の知見を得たので、報告する。

ω 調査内容
ア調査期間

平成18年4月から平成19年3月まで

イ試料

多摩地域の飽境市場内魚介類販売庖で購入した業務用凍結漁民府介類加工品位検体

ウ 検査瑚韓関

微生物部食繍生物研究科食品細菌研究室及び食品化学榔食耐紛研究科中毒化学研究室

エ検杢項目

①ヒスタミン生成蕗、@細菌数、@存事陽性腐敗アミン(ヒスタミン、カダベPン、チラミン、プトレシン、スペルミジン}、

@水分活性、⑤ヒスチジン

オ検査方法

①:蜘liedand Enviroomental Micr曲iol吻 Vo1.41，蜘1，p. 321 (1981)、衛生紙験法注解却伺、(ID:食品衛生検査指針微

生物編加4、@:衛生試験法注解2側、@:平成5年8月3日厚生省通知{衛事第54号)準拠益、@:衛生試験法注解加5

により行った.培養温度を変更して行ったものについては以下に記載した。

σ) 業務用棟結魚及t繍介類加工品の検査

ヒスタミン生成菌、不揮発性腐敗アミン、水分活性を検査した。ヒスタミン生成酋払直接分睡培養法仰f'C3日間)と増

菌培養法(S'C7日聞か10日聞か14日間又は10'む8日間)により検査した。

(の保存試験

イヲシすり身、サンマ干物及びネギトロの 3検体{ヒスタミン生成萄耐生と判明し、保存試験に併するまで冷凍保管して

いたもの)を却℃及び陀に保存し、細菌数、ヒスタミン生成蕗推定菌数を経時的仰℃保存:0、6、12、30時間後、5'c保

存 :0、2、3、4、7、9、11日後)に調べた。菌数測定のための培養温度は保存温度と一致させ、それぞれ2o't3日聞及び5'c

8日聞とした。ヒスタミンは、2O'C保存についてのみ、細菌検査と同じ頻度で検査した。
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(ウ)ヒ スタミン生成菌の接種試験

ヒスタミン不検出の魚肉にヒスタ ミン生成菌を接種 し、温度条件を変 えて保存 し、ヒスタミン生成菌数及び ヒスタミン量

の経時変化 を調べた。

保存温度は、20℃ 及び10℃ と した。 ヒスタミン生成菌数は、接種時、24、48時 間後に、10℃ 保存ではさらに96時 間後に

調べた。いずれの試料も25℃2日 間培養で菌数 を求めた。 ヒスタミンは、24時 間後から細菌検査と同じ頻度で検査 した。

また、卸売市場等では常温での陳列 と冷凍保存の繰 り返 しが見られ ることか ら、25℃7時 間 と-20℃17時 間の保存を79時

間まで繰 り返 した ものについても調査を行った。ヒスタミン生成菌数は、接種時、25℃保存後、-20℃ 保存後毎回測定した。

培養は25℃2日 間行った。 ヒスタミンは、25℃ 保存の2～4回 目が終了した時点で検査 した。

供試菌は、腸内細菌科のMorganella morganii(以 下、Mm)及 び好塩性 のPhotobacterium damselae(以 下 、Pd)の2菌 種

とした。Mmは3条 件とも1株 を供試 し、Pdは20℃ 保存で5株 、10℃ 保 存で2株 、25℃ 保 存 と-20℃ 保 存の繰 り返 し保存で1

株 を供試 した。

(3)調 査 結果及び考察

ア 業務用凍結魚及び魚介類加工品中の ヒスタ ミン生成菌及

び不揮発性腐敗ア ミンの検査結果(第1表)

ヒスタミン生成菌は62検 体中12検 体(19%)か ら検出さ

れた。不揮発性腐敗ア ミンを検出した検体はなかった。検体

別の ヒスタミン生成菌検出数は、凍結魚が42検 体中6検 体

(14%)、 イ ワシす り身2検 体中2検 体(100%)、 ネ ギ トロ

4検 体中3検 体(75%)、 サンマ干物1検 体中1検 体(100%)

で あ った。

イ 保存試験におけるヒスタミン生成菌の変動及び ヒスタ ミ

ンの生成

(ア)20℃ 保存(第1図)

ヒスタミン生成菌推定菌数は、30時 間後に イワシ

す り身で10×105/g、 サンマ干物で40×103/gに 達 した。

また、 ヒスタミンは検出されなか った。ネギ トロからヒ

スタミン生成菌が検出されなかった理由としては、 ヒス

タミン生成菌汚染のばらつ

きが考えられた。

(イ)5℃ 保存(第2図)

イワシす り身、サンマ干物、

ネギトロのいずれ も、細菌数は

保存日数の経過とともに緩やか

に増加したが、ヒスタミン生成

菌推定菌数は検出されなかった。

ウ ヒスタミン生成菌の接種試験

対象魚種を選定するため、ヒス

タミン生成に関与す るアミノ酸

である遊離ヒスチジンをイワシ、サバ(加 塩)、 メカジキの3魚 種について定量 した(第2表) 。 その結果、遊離ヒスチジンが

第1表 業務用凍結魚及び魚介類加工品中のヒスタミン生成
菌及び不揮発性腐敗アミンの検査結果

第1図 保 存試験結果(20℃ 保存)
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比較的多く含まれ、平成18年 に

都内で食中毒例があったサバを

対象魚種とした。試験は、ヒスタ

ミン生成菌陰性、ヒスタミン非生

成菌約200/g、 ヒスタミン不検出

の凍結サバにヒスタミン生成菌

を接種して実施した。

(ア)20℃ 保存(第3図)

ヒスタミン生成菌は、保存時

間の経過 とともに増加した。24

時間後でヒスタミンを検出した

のはPdを 接種 した3検 体であった。これ ら3検 体の菌数は107/gを 超 えていたが、ヒス

タミンは6,3～24mg/100gで あった。48時 間後では6検 体全てからヒスタ ミンを10～

130mg/100g検 出 し、菌数は107/gを 超 えていた。Mm接 種検体の菌数は、Pd接 種5検 体の

菌数 より多い48×108/gで あったが、ヒスタミンは43mg/100gで あった。

第2図 保存試 験結果(5℃ 保存)

第2表 魚中の遊離 ヒスチジン量

第3図 サバへのヒスタ ミン生成菌接種試験結果(20℃ 保存)

(イ)10℃ 保 存(第4図)

Mm接 種 検体の菌数は保存時間

の経過 とともに緩やかに増え、

96時 間後、20×104/gに 達 し、

Pd接 種2検 体の菌数は、96時 間

後、それぞれ55×103/g、57×

103/gに 達 した。また、ヒスタミ

ンはいずれか らも検 出されなか

った。
第4図 サバへの ヒスタ ミン生成菌接種試験結果(10℃ 保 存)

(ウ)常 温保存(25℃7時 間)と 冷凍保存(-20℃17時 間)の 繰 り返し(第5図)

いずれ も菌数は、毎回、-20℃17時 間の保存で減少 したが、25℃7時 間の保存で減少数以上に増加 した。Mm接 種検体に比べ、

Pd接 種検体は、-20℃ 保 存と25℃ 保 存 による菌数の増減がいずれの時点でも大きかった。菌数は、接種時を除く各保存時間で

Pd接 種検体の方が、Mm接 種検体より多かった。

ヒスタ ミンは、Pd接 種検体か ら6.2mg/100g(31時 間後)、19mg/100g(55時 間後)、76mg/100g(79時 間後)検 出された。
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Mm接 種検体からはヒスタミンを検出しなかった。

以上の結果から、冷凍 してもヒスタミン生成菌が死滅せず、冷凍後、常温保存(25℃)す ることによりヒスタミン生成菌が再

び増殖すること、ヒスタミン量も経時的に増加することが確かめられた。

第5図 サバ への ヒスタ ミン生成菌接種試験

(25℃ 保 存及 び-20℃ 保存の繰 り返 し)

(4)ま とめ

今回の調査で、卸売市場で販売されている凍結魚42検 体中6検 体(14%)か らヒスタミン生成菌が検出された。また、接種試

験の結果、20℃ではヒスタミン生成菌の増殖が早く、ヒスタミンを生成したが、10℃ではヒスタミンを生成しなかった。常温保存

と冷凍保存を繰 り返した場合にも、ヒスタミン生成菌は死滅せずに増殖し、ヒスタミン量も増加した。今回の調査結果から、ヒス

タミン食中毒の防止には、流通過程での一貫した低温保存が有効であると考えられた。魚介類及びその加工品の低温保存の徹底を

今後も卸売市場内営業者に指導し、ヒスタミン食中毒の防止を図っていきたい。
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'6 宕カキ等、通年流通する生食用カキ等の汚象実態調査

広域監視課市場監視係

微生物部病原細菌研究科寄生〈閑虫研究室

微生物部ウイルス研究科婦管ウイルス研究室

(1) 調査目的

近年、養殖カキが出回る 10月から 3月の冬場に限らず、岩カキ等が夏場を含め通年流遣するようになった。実際、東京都中央

卸売市場の統計によれば、夏場 (4月-9月}のかきの取扱畠ま平成11年から5年で倍増している.一方、ノロウイルス食中毒

は夏場にも発生併教が増加しており、平成 17年8月には、岩カキが原因と推定される食中毒の発生が報道された。これらのこと

から、ノロウイルスによる食中毒対策を講じる際、夏場においてもカキ等の2枚員襲叫〉注意が必要になることも推察される。し

かしながら、夏場に流遣する岩カキ等についてのノロウイルス等の汚染実態は養殖カキほど明確ではなく、基礎データを収集する

必要があると考え本調査を実施した。

なお、韓国においてカキの生食によるギ1177ロイテ..，.，吸虫による食中毒事例報告があることから、吸虫類の汚染実態調査もあわせ

て実施した.

(2) 調査内容

平成18年4月から9月にカ斗すて多摩地域の地方卸売市場内の魚介類販売業者から生食用として販売されていた按付きカキを購

入し、健康安全研売センターにおいて、ウイルス等の検査を実施した.

また、購入時等に后舗における販売状況や表示を点検するとともに、暗入後、ー産地等に電話で出荷までの衛生管理等について聞

き取り調査を実施した。

ア検査項目及別館方法等

① ノロウイルス ②エンテロウイルス@A型肝炎ウイルス @ E型肝炎ウイルス ⑤吸虫類

①-<4ゆウイルスの検量主、ウイルス研究科において、剥き身にしたカキの中腸服部分から口組出とより RNA抽出を行川、町・

-PCR法及び'1'"イムPCR法伝より検索を行った。

⑤の吸虫類の検査は、寄生虫研究室において、剥き身にしたカキの外套膜梅分について鏡検した。

イ購入時調査

庖舗における販売状況{保存方法、表示形齢等を調査した.

ウ産地への聞き取り調査

カキの種類、養殖・天然の別、出荷前の浄化の有無や自主検査(項目、頻度3状況等を開査した.

(3) 穂査結果及E拷察

ア検査結果

多摩地域の地方卸売市場等の魚介類販売業14施般において、生食用として販売されていた94検体の般付きカキを暗入し検嘩

した結果、ノロウイルス等を検出したもの由説通った.

く当検査結果からノロウイルス等の汚染は確認されなかった。〉

なお、購入検体の内訳は以下のとおりであった。

(7) 種別内訳

表示では都IJカ噛即lできないものが多く、産地に問い合わせ確認したところ、 94検体中 85検体 (90%)は岩カキで、 9

検体(l0%)がマガキであった.

岩カキは82検体が天然で3検体力漕捕であった。マガキは9検体~も養殖であった。

342 



第4章 健康安全研究センター食品監視部門(食 品機動監視班等)に よる監視事業

<夏 場に流通するカキはほとんどが天然岩カキであった。>

(イ)月 別 ・産地別内訳

4月 から9月 にかけ、月6～20検 体購入 した。内訳は表1の とおりであった。

産地は、北海道から宮崎まで、17道府県であったが、養殖マガキの主な産地である広島のものはなく、茨城、富山、秋田な

どの冬場の出荷がない産地のものが多く購入できた。

<夏 場も生食用カキは安定して取り扱われているが、産地は冬場と異なっていた。>

表1検 体内訳

種類欄の岩は岩カキ、マはマガキ、産地欄は道府県、下線付きは養殖

イ 購入時調査結果

(ア)保 管状況

ほとんどの施設で発泡スチロール製 トロ箱に氷を加え販売していた。

ほかに、金属製バットに並べて販売していたケースや小粒のカキ5～6個 をトレーで販売していたケースなどがあった。検

査検体は品温が10℃ 以下であることを確認し購入したが、監視の際、氷がとけた トロ箱に入っていたカキの品温が20℃ を超

えていたこともあった。また、岩カキは高価なことから、市場においても粒単位で販売され、数粒の岩カキを他の貝と並べ販

売していた店舗もあり、明確に区分するよう指導した事例もあった。

<あ る程度、適切に販売されていたが、冬場と異なる注意指導が必要なケースがあった。>

(イ)表 示形態

検体採取の際、91検 体について販売時の表示形態が確認できた。

内訳は表2の とおりであり、ビニールに紙製ラベルを一枚いれたものが多く、中には水濡れで印字が不鮮明なものも見られ

た。また、ラベルが複数枚入っていたものもあったが、ラベル一枚のものや、表示が トロ箱のふたにされているものなどは、

市場から卸売りされたものが無表示で販売され流通することが懸念された。

ほとんどの検体の表示は食品衛生法の規定にそって記載されていたが、採取海域の記載がなく、加工者に聞き取り調査を行
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った際記入するよう指導したものもあった。また、採取海域については複数の海域が記載され、'実際に採取された海域をマジ

ックなどでチェックして表示する形態のものがあり、チェックがされておらず海域が特定できないものもあった。

表2

<表 示はあるが、トレーサビリティの面で問題があるケースも見られた。>

ウ 産地への聞き取り調査結果

購入検体の加工業33業 者に電話で浄化の有無や検査の実施についてなど産地での管理状況について聞き取 り調査を行った。こ

のうち、連絡を取ることが出来なかった加工者が1業 者あった。また、連絡は取れたものの、地元の市場で購入したものを詰め

合わせるだけという加工者が1業 者あり、このものについては浄化や検査の実施状況は調査できなかった。

(ア)浄 化の有無

表3の とおり、調査できた31業 者のうち23業 者が浄化をしていると回答した。

マガキは全て浄化 していると回答した。

表3

<岩 カキは浄化しないものが3割 ほどあった。>

(イ)産 地における自主検査実施状況

表4の とおり、調査できた31業 者すべてが出荷前等に成分規格の自主検査を実施し、規格に適合していることを確認し出

荷していた。

また、30業 者が、ノロウイルスの自主検査を実施し、陰性となったものを出荷していると回答した。

検査頻度は初出荷前の1回 と回答したものが岩カキの加工業者では多く、マガキの加工業者は1ヶ 月に1回 以上から週1

回実施 していた。
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表4産 地での自主検査

<岩 カキは自主検査頻度がマガキに比較して少なく、初出荷前1回 が多数をしめた。>

(4)ま とめ

今回の調査で購入検査した夏場の岩カキ等からノロウイルス等は検出されず、販売方法や産地での取り扱いもある程度適切に

行われていることが推察できた。

しかしながら、浄化や 自主検査等の管理は冬場の養殖マガキほど徹底されていない面も推察された。また、調査の際に、加工

者へ連絡がとれなかったケースや、産地の状況を把握していない加工者もあり、食中毒事件が起こった際の遡 り調査などが十分

にできるか危惧される面もあった。

一般に夏カキはきれいな海域で採取され
、海水温も高いことからノロウイルス等の汚染はないといわれることもあるが、本調

査と同時期に行われた市場衛生検査所の検査で7月 にマガキからノロウイルスが検出されている。また、同じく7月 にある産地

の自主検査で岩カキからノロウイルスが検出され、出荷を自粛したとの報道もあった。夏場のノロウイルス食中毒件の増加や環

境水系のノロウイルス感染経路を考慮すると夏場においてもカキ等への2枚 貝類への汚染が進行しているおそれも推察される。

岩カキはほぼ天然ものであり、高価なため剥き身や加工用でなく生食用として殻付きで流通することなどから環境水系で汚染

された際のリスクは、今回の調査で見られたトレーサビリティ上の問題 点などを含め冬場の養殖カキより高くなることも考えられる。

今後もノロウイルス等の汚染状況について継続して調査することが必要と考える。

345


	29_0227
	29_0229
	29_0230
	29_0231
	29_0232
	29_0233
	29_0234
	29_0235
	29_0236
	29_0237
	29_0238
	29_0239
	29_0240
	29_0241
	29_0242
	29_0243
	29_0244
	29_0245
	29_0246
	29_0247
	29_0248
	29_0249
	29_0250
	29_0251
	29_0252
	29_0253
	29_0254
	29_0255
	29_0256
	29_0257
	29_0258
	29_0259
	29_0260
	29_0261
	29_0262
	29_0263
	29_0264
	29_0265
	29_0266
	29_0267
	29_0268
	29_0269
	29_0270
	29_0271
	29_0272
	29_0273
	29_0274
	29_0275
	29_0276
	29_0277
	29_0278
	29_0279
	29_0280
	29_0281
	29_0282
	29_0283
	29_0284
	29_0285
	29_0286
	29_0287
	29_0288
	29_0289
	29_0290
	29_0291
	29_0292
	29_0293
	29_0294
	29_0295
	29_0296
	29_0297
	29_0298
	29_0299
	29_0300
	29_0301
	29_0302
	29_0303
	29_0304
	29_0305
	29_0306
	29_0307
	29_0308
	29_0309
	29_0310
	29_0311
	29_0312
	29_0313
	29_0314
	29_0315
	29_0316
	29_0317
	29_0318
	29_0319
	29_0320
	29_0321
	29_0322
	29_0323
	29_0324
	29_0325
	29_0326
	29_0327
	29_0328
	29_0329
	29_0330
	29_0331
	29_0332
	29_0333
	29_0334
	29_0335
	29_0336
	29_0337
	29_0338
	29_0339
	29_0340
	29_0341
	29_0342
	29_0343
	29_0344
	29_0345
	29_0346
	29_0347
	29_0348
	29_0349



